
わが国における原価管理の実態(1)

一一昭和30~56年の変遷一一

田中嘉穂

I はじめに一一一問題提起

拙論は，原価管理についてこれまでなされた統計的な調査データーを活用し，

総合的な実態分析を試みるものであり，新たに理論的検討や提言を行うもので

はなし、。このような試みに際し，原価管理の調査データとしてわれわれが入手

しえたものは，昭和30-56年にわたっている。過去の統計的な実態を分析する

ものとしては，この間の調査に制約されざるをえなかった。しかし，できるだ

け総合的な解釈を得るよう，データを全体関連的に扱う必要があったこと，お

よび解釈の歪みをできるだけ防止するよう，デ、}タ相互に他をチェッグさせる

働きをもたせる必要があったことから， これまでの原価管理データを網羅的に

取り上げることにした。

したがって，ここで原価管理の実態とはいっても，それは，多数の経営(特

に工業経営〉の観察から得た概括的で傾向的な状況を表わすに過ぎないこと，

しかも，上記のような限られたデータに基づくものであることをまず留意して

いただきたし、。それにしても，このような法則定立的な調査においては，統計

的方法のみでなく，事例研究法的なアプローチも交えて実態を解釈することが

好ましいのであるが，そこまでは行き届いていなし、。

また，過去の調査データは，業種別集計も行っているものが多いが， ここで

は，単純集計にもとづく全体的な状況を分析するにとどめていることも，お断

りしなければならない。

このような実態分析を試みるに至った問題意識は次の 3点である。
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第 lは， これまでの原価管理論の見直しの一助にしたいということである。

周知のように，原価管理論は，戦後から今日に至るまで管理会計の中でも早く

から論議された領域の 1つであるといえよう。しかし，今日に至ってもなお，

従来の原価管理論の枠内またはその延長線上で現実の経営をリードすることが

できるのかどうかが問題である。特に昭和30年代， 40年代の高度経済成長期

に，技術革新の進展，企業間競争の進行・拡大，需要の充足・多様化などが生

じ，経営もそれに伴って規模の拡大，生産方式の革新，組織の変革，計算機の

導入などを経験して今日に至っているといえよう。この段階で，総合的な調査

実態と直に対面し， これまで蓄えられた理論の仮説や前提を見一直すという試み

はあながち意義なしとしないであろう。仮にこれまでの仮説や命題が現実から

遊離したものを含むか，現実をリードするほどの具体性を欠いたものであると

すれば，できるだけ身繕いをしたうえで，次の展開に備えることが必要であろ

う。

原価管理の統計的な実態の分析については，これまでもいくつか試みがなさ

れているが，それらは昭和 30年代半ばの導入初期の段階のものであって，その

後の経過はあまり触れられていない。その後およそ 20年間のデータの蓄積があ

るにもかかわらず，全体的な検討はなされていないようである。ただ，このデー

タも，必ずしも系統的，連続的になされてはいなし、から，期待するほど実態認

識の具体性は得られないかもしれない。

第 2は，原価管理において会計的手法がどのように位置づけられているか，

またその動向はどのようであるかを確認することである。会計的手法による原

価管理は恐らく万能ではなく，経営工学的手法，物量基準，個別的な価格デー

タの活用などの非会計的手法をも含めて原価管理がなされよう。その中にあっ

て会計的手法はどのような機能を発揮するものとして定着しているか，あるい

は定着しつつあるかが問題である。必ずしも明白な実態はつかめないかもしれ

(1) たとえば金子佐一郎監修，企業経営協会編『実態分析 原価管理J，中央経済社，昭和

35年，東洋経済新報社編「第5章企業予算と原価管理 第4節原価切り下げと原価

管理J，日本経営の解明J. 東洋経済新報社 昭和36年。
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ないが，できるだけ諸手法の中での会計的手法の位置を確かめ，会計本来の役

割りを適切に抽出し，評価していくことが必要であろう。

第3は，今後われわれは，原価管理についてなお調査を継続していく必要が

あるのではなかろうか。もしそのような調査を新たに行うとすれば，これまで

の調査に継続して，あるいはそれに加えてどのような側面を調査すべきである

かを確かめる必要がある。特に昭和50年代の調査はきわめて少なく，できるな

らこれまでの調査の蓄積の嵩上げをすることが好ましいであろう。しかも，単

に個別的な調査としてだけではなくて，時系列的な動向を推察するために，こ

れまでの調査の適切な遺産を引継いでいくことが考慮されるべきであろう。そ

のためにも，われわれは，少しでもこれまでの調査に積重ねをすべく，これま

で蓄えられた調査データを確認しておくことが必要であると考えた。

われわれも，できることなら何らかの原価管理の調査を行いたL、と希望して

おり，直接にはそのためにも， これまでの調査を確かめる必要があった。

II 調査の概要

原価管理に関わる調査データとしてわれわれが取り扱ったものは，次のよう

な公表データである。それぞれの調査の統計的な意味を評価していただくため，

まずその概要を紹介しておきたい。各調査プロジェクトに便宜上の名前を付け，

それぞれ(1)調査事業の主体(2)調査年度および会社総数(調査の母集団に属する

各社に調査票を配布し，折返し回答を回収することができた会社の総数で，以

下これを「会社総数」と呼ぶこととしたし、。)(3)サンプリング(4)調査結果の収録

文献を簡単に掲載しておきたし、。

1 I原価計算実態調査」

(1) 企業経営協会原価計算研究会

(2) 調査年度とサンフ。ル数は下表の通りである。

年度(B百和)

会社総数

53 

146 
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(3) 昭和 34-49年度の調査では，企業経営協会原価計算研究会の全会員お

よび会員外の全国主要企業を対象に調査票を配布している。母集団の性

質およびサンプリングの方法は紹介されておらず，委細は不明である。

ただ，サンフツレの性質を，証券市場への上場企業と較べてみると，ほぼ

金融・保険業，卸売・小売業，海運業，不動産業，サービス業を除いた

3大証券市場における上場企業と同程度の規模の経営が対象になってい

るといえそうである。

昭和53年度の調査は r……東証一部・二部の上場企業1，388社のう

ち，商業，金融業，保険業，不動産業，陸運業，海運業，空運業，倉庫・

運輸関連業，通信業，電気・ガス業，サービス業を除く他の業種の中か

ら，怒意性の介入しないように目次の順序に従って機械的に奇数の順序

に該当する企業を標本として抽出し当該企業の工場のうち原則として投

下資本額の最大のものをーカ所選び出して調査対象とした。」とされて

いる。結局， 512社に対して調査票が送付されている。

(4) 調査結果はそれぞれの年度の r経営実務』誌に掲載されている。

2 r百人統計」

(l) 企業経営協会

(2) 昭和30年 l月27日一一136社

昭和30年(実施月日の記載なし〉一一一114社

(3) r百人統計」というタイトルのもとに『経営実務』誌に連載されている

一連の調査の一部である。母集団，サンプリングの方法は紹介されてい

ないが，多分間協会の会員会社を中心にサンプリングしたものと思われ

る。

( 2 ) 詳細は，拙稿「わが国における直接原価計算の利用実態(l)J~香川大学経済論叢』第 54

巻第 l号，昭和56年6月， 162-74ページを参照していただきたし、。
( 3 ) 古川武男「昭和53年度原価計算実態調査J ~経営実務』第 306 号，昭和 54 年 5 月 6

ペーシ。

(4) 各掲載誌の紹介は，長くなるので省略した。詳細は前掲拙稿， 162ページを参照してい
ただきたl、。

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



783 

3 

わが国における原価管理の実態(1) -33ー

(4) r第 37四百人統計質問集計結果J~経営実務』第 26 集，昭和 30 年 3 月，

77-85ページ。「百人統計JIr経営実務』第30集，昭和30年7月， 96-104 

ペーシ。

「予算統制実態調査」

(1) 企業経営協会原価計算研究会

(2) 昭和30年9月30日締切一一77社

昭和32年4月30日締切一一100社

昭和39年(実施月日の記載なし)一一一353社

昭和49年4月25日施行一一119社

(3) 昭和30年の調査では，おそらくあらかじめ予備調査がなされ，その結

果すでに予算統制制度を採用していると判明した企業(一部実施準備中

のものを含む〉のみを対象とした模様である。予備調査を含めて，母集

団，サンプリングの方法の委細は不明である。掲載されている会社名に

よると，当時の上場企業が中心となっているといえそうである。

昭和32年の調査では r…一会員会社にお願いして， 100社に達する多

数の企業から回答を得た……」とあるので，少なくとも企業経営協会原

価計算研究会の会員企業を母集団に含めていたと思われるが，サンフツレ

の性質をうかがわせるそれ以上の手掛りは見当たらなし、。

昭和39年の調査は，同年度の「原価計算実態調査」の一環として実施

されたようで，当時の企業経営協会原価計算研究会の全会員および会員

外の全国主要企業を対象として調査票を配布している。

昭和49年の調査では，われわれの推測によると， 3大証券市場の上場

企業に較べて第一部上場企業を中心とした比較的規模の大きな会社集団

がサンフりレとなった模様で、ある。

( 5) 金子佐一郎監修，企業経営協会編「調査編 予算統制の実施状況についてJ r予算統制
実務全議』中央経済社，昭和32年， 443ページ。
( 6) 推測の根拠は，拙稿「わが国における短期利益計画の実態一一昭和30年代-50年代の
動向一一」香川大学会計学研究室編『現代会計の展開」呑川大学会計学研究室，昭和58年，

216ページを参照していただきたい。
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(4) r予算統制の実施情況に関する調査J W経営実務』第39集，昭和31年

4月， 1-46ページ。金子佐一郎監修，企業経営協会編「予算統制の実

施状況についてJW予算統制実務全書』中央経済社，昭和32年， 485-515 

ページ。金子佐一郎監修，企業経営協会編，伊藤文夫，潮崎俊爾「第4

部調査編 予算統制の現状と分析J W実務全書予算統制』中央経済社，昭

和40年， 1，181-1，317ページ。「昭和49年度予算統制・利益計画に関す

る実態調査J W経営実務』第252集，昭和49年11月， 5 -24ページ。

4 r内部監査実態調査」

(1) 企業経営協会内部監査研究会

(2) 昭和40年(実施月日の記載なし〉一一134社

昭和45年(実施月日の記載なし〉一一132社

(3) rこの調査は企業経営協会内部監査研究会の全会員，および会員外の全

国主要企業を対象とした。」とされているが，母集団およびサンプリング

のこれ以上の記載は見られない。一社平均の資本金，従業員数から推定

すると，当時の東証，大証の第一部上場会社でもかなり経営規模の大き

な方に片寄った集団がサンフ。ルとなった模様で、ある。また，業種別会社

数の構成を見ると，製造業の中で鉄鋼，造船，造機の構成比がK程度も

あること，機械工業がほとんど含まれていないこと，非製造業もK程度

含まれていて製造業だけでないことなど，業種別構成にも特色があるこ

とに留意すべきである。

(4) 企業経営協会内部監査研究会「昭和40年度内部監査実態調査J Ir経営

実務』第151集，昭和40年11月， 43-60ページ。

5 r日本経営の解明」

(1) 東洋経済新報社

(2) 昭和35年(実施期日は， 3 -5月頃と推定される。〉一一57社

(3) r……アンケートを当方で選んだ 100社に郵送し，記入してもらったも

(7) 企業経営協会内部監査研究会「昭和40年度内部監査実態調査j r経営実務』第 151集.
昭和40年 11月， 44ベージ。

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



785 わが国における原価管理の実態(1) -35-

のを集計する方法をとり，一部それを補う意味でインタビューを
行った。

100社の選定基準は，全産業を主要な 22の業種に分け，各業種のトク

プ会社を資本金，売り上げ高その他から数社を選び，合計して
ちょうど

100社にするようにした。」とあるから，当時の巨大企業が対象となっ
て

いる。「資本金63億円，従業員 l万人，役員 17人，これがわれわれが
選

んだ代表企業を平均したものである(昭和34年4月現在)oJと述べて
い

るが，当時の東証第一部上場会社の一社当たり平均資本金244億円に
比

して著しく大きいといえよう。

なお，東洋経済新報社による当時の調査は，昭和34年5月頃から翌35

年8月頃にかけて，各テーマ別に五月雨式に実施された様子であるが，

拙論ではそのうち「原価切り下げと原価管理」のテーマで行っ
た調査の

み取り上げている。その調査では r." 原価の切り下げおよび原
価管理

についてアンケート用紙を 100社に郵送， 68社から回答を得たが，こ
の

うち業種の性格上，来記入の会社も多く，結局， 57社についてだけ集計

した。」とあり，かつ，その他のデータからも主に製造業の実態
が集計さ

れたようである。

(4) r原価切り下げと原価管理J ~週刊東洋経済新報~ 2，946号，昭和
35年

6月11日， 56-63ページ。これは東洋経済新報社編「第5章 企業予算

と原価管理J ~日本経営の解明』東洋経済新報社，昭和 36 年， 177-199 

ページに再録されている。

6 rわが国の企業予算」

(1) 日本生産性本部経営アカデミー経営財務コース。

(2) 昭和56年9月21日郵送一一267社

(3) 東証第一部上場会社から各業種の抽出率を同一に維持しつつ無作為に

抽出した 500社に調査票を郵送し， 267社(回収率534%)を回収し
て

は) r経営の近代化はここまできたJ ~週刊東洋経済新報J2967号，昭和35年10月15日，

40ベージ。
(9) r経営の近代化はここまできた」前掲誌， 41ページ。

(0) r原価切り下げと原価管理J r週刊東洋経済新報J2946号，昭和35年6
月， 56ページ。
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(4) 
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(1) 

(2) 

(3) 

(4) 

いる。

C研究グ、ループ(赤司孝男，伊藤清，井上祥夫，宍戸英男，下浦義博，

古屋儀近，溝口誠一，宮本三千夫，山口文夫)r企業予算の実証研究」日

本生産性本部経営アカデミー，昭和57年。

「原価管理に関する調査」

井上信一

昭和56年9月1日~昭和 57年3月末日に実施一一608社

「対象企業は 1980年 12月末日現在東京証券取引所に上場している全

製造企業 914社である。……回答企業数623社(うち回答拒否 15社)，

回答なし 276柾，宛先不明 l社，調査対象企業として不適当(製造部門

を所有していないなどの理由で)14社であった。したがって回答率は69

3% (623/899)である。……調査票に回答のあった 608社について集計

分析を行う。」

井上信一「生産方式と原価管理!の問題に関する一考察一一東証上場製

造業の実証分析一一」香川大学会計学研究室『現代会計の展開』昭和 58

年， 279-314ページ。

以上のような関連データを扱うことにしたが，結果的には r原価計算実態調

査」のデータが利用データの多くを占めることになった。

また，調査プロジェクトによってサンフ。ノレの性質が異なっているが， それら

は，概ね3大証券市場での上場企業集団(製造業中心)， 調査によってはその内

の第一部上場会社を中心とした大手に片寄った集団についてその実態を反映し

たものといえよう。しかし，個々のデータを解釈する時には，場合によっては，

サンフ。ノレの違いを加味す町る必要もあろう。

なお， 前述のように，各調査プロジェクトのほとんどが業種別の集計を行っ

ているが， ここでは全体的な実態や動きを知るために， それには言及していな

し、。

(11) 井上信一「生産方式と原価計算(l)J r香川大学経済論議』第55巻第2号，昭和57年9
月， 131ページ。
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III i原価管理」の外観

まず，実態としては原価管理はどの程度重視され，またどの程度実施されて

いるのであろうか。図表-1-4によると，原価管理の中味を何ら特定せず，

一般的に，原価管理の政策上の軽重，実施の有無，実施時期が尋ねられている。

図表一 1では，昭和40年当時，コストダウンの政策は，上場企業の 90%弱が最

重要の政策，ないしは他と同程度に重要な政策であると位置づけている。また，

図表-2-4から全般的実施状況をうかがうと，早くも昭和35年当時におい

て，上場している製造業のほぼ90%またはそれに近い経営が，原価管理を実施

している状態である。しかも，その実施を開始した時期は，その大半が戦後か

ら昭和30年代の半ばに至る頃であるといえよう。

このような状況から，原価管理は，すでに昭和 30年代半ばにおいて一般に広

く行われていたといえよう。

i
i
i
i
 

図表一l 経営政策とコストタウン (1内部監査実態調査J)
く質問〉 寅社では今年度 (40年〉中経営政策中コストダウンにどの程度重点をおいてい

ますか。

(1) 最重点、をおいている。
(2) ほかの政策と間程度に重点をおいている。
(3) あまり重点をおいていない。
(4) その他

年 度(昭和) 40 

最重点をおく。 (44.0) 
59 

他の政策と間程度。 (44.8) 
60 

あまり重点をおかない。
(22) 
3 

そ の 他

百十
(91.0) 
122 

会社総数 (00) 
134 

注 ( )内の数値は，各選択肢別会社:数の構成比(%)を示す。以下同様。

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



-38- 第57巻第4号

図表一2 原価管理の採否 (r原価計算実態調査J)

〈質問〉 費社では原価管理を実施していますか。

イ 実施している。

ロ 実施Lていないが研究中。

ハ 実施も研究もしていない。

ニ 過去には実施したが現在は実施していない。

年 度(昭和) 35 

実施している
(90.0) 
144 

研 究 中
(10.0) 
16 

研究もしていない 。
現在は実施せず 。
会社総数

(100) 
160 

図表.-3 原価管理の導入時期 (r原価計算実態調査J)

〈質問〉 賀社が経営管理手法として原価管理を導入したのは，いつ頃からですか。

イ 昭和年頃から採用している。

ロ 該当事項なし。

年 劃昭和」tp
採用している。

昭和20年以前 (8.1) 
13 

昭和21-25年 (18.1) 
29 

昭和26-30年 (36.9) 
59 

昭和31年以降 (22.5) 
36 

そ 11) 他
(06) 
l 

該当な し
(8.1) 
13 

無 回 答
(5 6) 
9 

会社総数 (100) 
160 

788 
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原価切り下げのための計数管理に積極的に乗り出した時期(，日本経営の解明J)図表-4

35 度(8郡日)年

1 正

前

大

(10 5) 
5

」
2

戦

昭和23年

(123) 
7 5

-

一
8

6

4

3

25 

ハ
h
v
n
，a
n
バ
V
A
W
J
V

つ
白
つ
白
つ
U

9
“

(45.6) 
26 30 

-
A
η
L
n
J
 

q

、υ
n
t
υ
η
ぺ
υ

(24.6) 
14 l 34 

(70) 
入言己米

(100) 
57 数総キ土~ぉ

E 

原価管理の諸施策1リ

上記の調査でいわれる原価管理が，しかし一言で「原価管理」といっても，

また一定の共通理解があるとす一定の共通理解のもとに実施されていたのか，

さもないを確かめる必要があろう。どのような形で行われていたのか，れば，

と，上記の調査はほとんど意味をなさないことになる。そのため，まず図表一5

-10によって，コストダウンまたは原価引き下げのためにどのような方策が実

どのような経営の諸領域で実一般に原価管理が，施されていたかをうかがい，

施されていたかを推察することにしたい。いずれの調査も，多岐にわたる項目

問題の散らばり状況を見るという

~ ~ 

、ー、ー

がおかれているので，経営を客体的に見て，

観点から，諸項目を各施策領域別に整理しながら見ていく必要があろう。
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年 度(昭和)

図表一5 原価をさらに切り下げるために計画中の手法 (r日本経営の解明J)

790 

現下切り下げの現状に満足している

原価をさらに切り下げたい

会社総数

原価切り下げのための設備の改善合理化

原価切り下げのための経営管理組織の編成確立

IE， OR等経営工学的管理技法の採用

製品企画・開発・研究。設計の強化・改善

物量管理・原単位管理の確立

作業方法，製造技術の改善・合理化

原価切り下げのための原価意識の浸透

標準原価計算，直接原価計算等の原価計算制度の獲備

経費・冗費の節減

現在採用している方法のいっそうの徹底

販売費管理の強化

販売促進

ロス防止

金融費用引き下げの努力

その他

計

回答会社数

未記入
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791 わが国における原価管理の実態(1) -41-

注 r各社における原価切り下げが現状で満足かどうかを質問し，さらに引き下げ

をしたいとすれば， どのような新しい手法の採用を計函しているかをフリーア

ンサーによって回答してもらった。肺刷『原価をさらに引き下げたし、』として

いる 56社について，そのための手法として現在計画中のもの二つ』を明ら
かにしてもらった。J(r原価切りー下げと原価管理JW週刊東洋経済新報12，946号，
昭和35年6月11日， 58-9ページ)
2 上記の「設備の改善・合理化」は，既設設備の集約・統合，設備の合理化，

設備の予防保全の徹底化，設備の補修・検査・整備など。

3 上記の「経営管理組織の編成確立」は，内部監査制度の確立，事業部制の採
用，工場別管理責任制度の確立，コスト・センターの再編成，原価低減委員会・

原価検討会議の設置ーなど。

4 上記の「その他」は，労使関係の正常化，下請会社の管理の合理化，政府の

強力な助政策。

図表-6 原価切り下げのための新規採用の制度または手法 (r日本経営の解明J)

年 度(昭和) 35 

原価低減委員会等の設置
(38.6) 
22 

原価報告書簡IJ度の採用
(50.9) 
29 

直接原価計算の採用
(158) 
9 

標準原価計算の採用 (28.1) 
16 

LEの積極的採用 (10 5) 
6 

そ (7) 他
(17.5) 
10 

計
(161.4) 
92 

会社総数
(100) 
57 

図表ー7 設備投資と原価切り下げとの関係 (r日本経営の解明J)

年 度(昭和) 35 

設備投資を行う際は原価切り下げを主な動機としている
(73.7) 
42 

設備投資もの他結果，製品の単位原価がむしろ増大する恐れが (35.1) 
あって ， 社に返れないため設備投資をしている 20 

そ の 他
(17.5) 
10 

計
(126.3) 
72 

会社総数
(100) 
57 
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図表-8 原価引き下げの重点施策 (r原価計算実態調査J)

く質問〉 原価引き下げのため，もっとも重点をおいているもの二つをあげて下さL、。

年度(昭和) 35 36 

機械設備の更新
(50.6) (26.7) 
81 62 

原材料の転換
(15.6) (7.8) 
25 18 

原材料購買管理
(31.9) (18市5)
51 43 

設計の合理化
(17.5) (9.5) 
28 22 

工程組合せの合理化
(16.3) (6.5) 
26 15 

適切な操業度の維持
(41.9) (24.6) 
67 57 

歩留りの向上
(36.9) (35.8) 
59 83 

品質管理
(16.9) (9.9) 
27 23 

製品品種の標準化
(22.5) (9.1) 
36 21 

在庫管理
(8.8) (4.3) 
14 10 

作業の標準化
(16.9) (13.4) 
27 31 

作業時聞の短縮
(15.6) (12.9) 
25 30 

工場経費の節減
(256) (10.3) 
41 24 

労務費の節減
(5.6) 
13 

人員の適正化
(6.9) 
16 

その他
(25) (4.3) 
4 10 

該当なし
(13) 
3 

首十
(319.4) (207.3) 
511 481 

会社総数
(100) (100) 
160 232 

注 昭和 35年の調査では3つを選択させている。
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図表-9 製造原価の引き下げの重点施策 (r原価管理に関する調査J)
〈質問〉 当工場(あるいは事業部〉で，現在製造原価の管理仔|き下げ)のため，最も

重要視されている問題を次の項目から 5つ選んで重要性の高い順に番号をつけ

てください。

(機械設備の更新(増設〉

原材料購買管理

工程組み合わせの合理化

歩留りの向上

製品品種の標準化

作業の標準化

工場経費の節減

わが国における原価管理の実態(1)

〕原材料の転換

)設計の合理化

)適切な操業度の維持

〉品質管理

〕在庫管理

〕作業時間の短縮

)その他(具体的に)

〔

(

(

(

(

(

(

793 

1..95 

1 08 

0..79 

1 46 

181 

135 

0.76 

1 35 

1 12 

56 

1. 26 

度(昭和)

機械設備の更新(増設)

原材料の転換

原材料購買管理

設計の合理化

工程組合せの合理化

適切な操業皮の維持

歩留りの向上

品質管理

製品品種の標準化

在庫管理

作業の標準化

作業時間の短縮

工場経費の節減

その他

年

1 上記の数値は，重要性が l位であるとしたものに5点 2位に4点， … 5 

(立に 1点を与え，各項目の総点数を集計し，回答会社数で除した平均点数を表

わす。

2 平均点数は，点数で 10位までの項目についてのみ集計されている。

注
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図表-10 コスト・ダウンの方法 (i内部監査実態調査J)

く質問〉 貴社におけるコストダウンは主として次の何れの方法によっていますか。

5項目(以内)を選んでトO印をつけて下さい。

年

予算統制

(原価計算的な)房、価管理

内部監査

VA， OR， IE 

人民有効配置

人民稼動率及び効率の上昇

人員削減

事務簡素化(機械化を含む)

組織簡素化乃至再編成

在庫減少

不良資産整理

代金回収促進(金利軽減)

投資抑制j

系列会社の経営能率化

標準時聞の強化

レイアウト作業方式の改善

皮(昭和)

製造技術強化(仕様，材質加工法，歩留り等)

残業規制l

製品価格の引上げ

資材等の購入価格の引下げ

その他

計

会社総数

40 

(75.4) 
101 

(43.3) 
58 

(16.4) 
22 

(14.9) 
20 

(12.7) 
17 

(30.6) 
41 

(11.2) 
15 

(48.5) 
65 

(17.2) 
23 

(32.1) 
43 

(9.7) 
13 

(31.3) 
42 

(9.7) 
13 

(8.2) 
11 

0 

(30) 
4 

(34.3) 
46 

(8.2) 
11 

(60) 
8 

(23.9) 
32 

(3 0) 
4 

(439.6) 
589 

(100) 
134 

794 
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では，ひとまず各項目を次のような施策領域に区分して扱うこととしたい。

1 業務活動の経営内部における改善

(1) 作業の改善・整備

(2) 作業現場の執行活動の管理

(3) 間接費，営業費(固定費〕の管理

2. 対外的な業務活動の強化

3 業務組織の簡素化・軽量化

4 全社的な管理体制の整備

(1) 管理組織の編成・確立

(2) 計算手法，管理手法の充実

(3) 全般的な基礎条件の整備

なお，調査によっては，自由記載方式による回答が求められたり，あらかじ

め選択項目をおく場合には，選択しうる数が異なっていたりするので，解釈に

当たり注意していただきたL、。

まず図表-5-7において，昭和35年当時の巨大企業の実情がうかがえる。

図表-5は r原価をさらに引き下けYこし、」とする 56社に対して，そのための

計画中の手法2つを自由回答法で回答をもとめた結果である。ある程度項目別

にまとめてはいるが，比較的実情に近い状況がうかがえよう。それによると，

原価引き下げのための方策はかなり多くの局面に分かれており，各社の方策は

区々のようである。

しかし，概して，項目数，会社数とも，継続的に行われる業務活動の改善策

の事項が多いようである。これには，経営内部の活動の改善策と，取引先との

対外的活動の強化策とがあるといえよう。前者については 3種の方策が行わ

れている。第lは r原価切下げのための設備の改善・合理イじJ (250%)， r作

業方法・製造技術の改善・合理イヒJ (89%)など生産方法の改善策と r製品企

画・開発・研究・設計の強化・改善J (143%)のような製品の改良・合理化策

である。いずれにしても，執行に先立って作業の改善・整備をしておこうとす

る方策といえよう。中でも，図表-7から， この当時の設備投資は，原価切下
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げを主な動機とすることが多いようで，多分その延長として，既存設備の統合・

合理化・保全・維持・補修などが重視されていたといえよう。第2は i物量管

理・原単位管理の確立J (125%)， iロス防止J (36%)のように，主に生産現

場の執行活動を管理することに関する方策である。「ロス防止」の具体的な中味

はわからないが，一応現場の直接的な管理に近いものと位置づけてみたが，果

たしてどうであろうか。第 1，第2は，傾向としてはいわば直接費的な要素の

管理が中心になるものと思われるが，内部的な業務活動の改善策はそれのみで

なく，第3の方策として「経費・冗費の節減J (71%う i販売費管理の強イヒ」

(36%)， i‘金融費用引き下げの努力J (36%)など，間接費・営業費の節減対

策が行われている。

業務活動の改善策には，このような各経営の内部活動の改善策の外に，対外

的取引の強化策がある。「販売促進J (36%)がそれであり，これは直接には原

価に関する方策ではないが，効果としては，間接費ないし固定費の相対的な有

効利用をねらったものといえよう。そこでは適度な操業度の維持が期待されて

し、る。

このような状況から，業務活動の改善策では，業務活動の内部での改善策，

中でも作業の改善・整備の方策が，その当時計画中の方策として重要視されて

いたようである。

この外の大きな施策領域としては，全社的な管理体制の整備・確立の方策が

ある。 1つは i原価切り下げのための経営管理組織の編成・確立J (196%) 

のような管理組織に対する方策であり，具体的には図表-5の脚注3にあるよ

うな方策が検討されている。

2つ自は i標準原価計算・直接原価計算等の原価計算制度の整備J (7 1%)， 

iIE， OR等経営工学的管理技法の採用J (161%)のような計算手法の充実の

施策である。原価計算的な手法の整備・充実が案外に少なくて，経営工学的管

理技法の充実を計画しているものの方が多くなっている。これに関しては，図

表-6， 10も合わせて参照する必要があろう。これによると，昭和 35年当時ま

でに導入・実施に重点をおいていた手法としては， IE的技法よりも原価計算的
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797 わが国における原価管理の実態(1) -47-

な手法の方が多かったようである。原価管理の技法としては，まず会計的な手

法の整備が工学的技法よりも先行したのであろうか。しかし，それが整備され

るにつれて，工学的技法の必要性が注目されていくように見える。また，この

状況は i製品企画・開発・研究・設計の強化・改善J，i設備の改善・合理化J，

「作業方法・製造技術の改善・合理化」などの技術的な改善策が比較的重視さ

れていたことと関連しているようにも思われる。参考までに図表-11におい

て，一気に昭和53年の新しい状況になるが， VA， IEの普及はかなり進んでい

るようである。

図表-11 原価低減の方法 (r原価計算実態調査J)

く質問〉 貴社では，原価低減を図るために，次のいずれの方法を採用していますか。

(1) IE的手法による(インダストリアノレ・エンジニアりング)
(2) VA的手法による(価値分析〉

(3) QC的手法による(品質管理〉

(4) OR的手法による(オベレーシヨンズ・リサーチ〕
(5) MBO的手法による(目標管理〕

(6) その他(具体的に〕

紛原価低減a原価標準そのものの低下を図ることである。

年度(昭和i l| (353 1456 ) 
1 E 

VA 
(40.4) 
59 

QC (48.6) 
71 

OR (2 7) 
4 

MBO (41.8) 
61 

そ グ〉 他
(21) 
3 

回答な し
(3 4) 
5 

言十
(170.5) 
249 

会社総数 (100) 
146 
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3つ目は r原価切り下げのための原価意識の浸透J (71%)のような原価管

理全体の基礎条件を整備する方策である。これは，以下の分析からも明らかな

ように，必ずしも管理体制のみでなく，業務活動にも深く関わっているが，便

宜上ここに位置づけている。

ところで原価意識の浸透といっても，具体的にどのような行動をいうのであ

ろうか。若干のデータがあるので，ついでに参照しておきたい。図表一12-16

はこれに関する調査である。まず図表-12-14では，原価意識の向上策を検討

する場合，その前提となる実態把握の状況がうかがえる。図表-12，13では，

時系列的な傾向を推定しようとしているが，図表-12の脚注にあるように，年

度によって質問の内容が徴妙に変化している点を留意しておく必要があろう。

総じていうと，原価意識調査の経験は，昭和37-53年を通じて 10%前後と，あ

まり増加する傾向にはないようである。昭和46年あたりまで漸増傾向にあるよ

図表ー12 原価意識調査の実施 (r原価計算実態調査j)

〈質問〉 費社では，今までに原価意識調査を実施Lたことがありますか。
(1) 実施したことがある。
(2) 現在までのところ実施したことはないが，今後実施したいと研究中である。
(3) 実施する予定はない。
(4) その他

年度(昭和) 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 49 53 

実施した
(j0.7) (13.4) (9.9) (10.4) (j4.8) (13.7) (13.0) (15.2) (17.7) (22.3) (9.0) (8.2) 
36 55 35 36 51 61 38 57 56 74 20 12 

研 Y味L1 中 (15.8) (57.8) (65.4) (61目3) (59.4) (60.1) (55.8) (53.1) (54.1) (46.7) (49.5) (50.0) 
53 237 231 212 205 268 163 199 171 155 110 73 

実施の予定なし
(70.8) (22.2) (20.7) (23.7) (21.7) (24.4) (28.1) (28.0) (25.0) (27.7) (34.7) (34.2) 
238 91 73 82 75 109 82 105 79 92 77 50 

そ の 他
(0 9) (2.7) (2 3) (1 2) (2 6) (13) (1 0) (16) (2 5) (1 2) (3 6) (2 7) 
11 8 4 9 6 3 8 4 8 4 

回答なし
(1 8) (3.9) (17) (3.5) (14) (0 4) (2 1) (2 1) (0 6) (2 1) (3 2) (48) 
6 16 6 12 5 2 6 8 2 7 7 

会社総数
(100) (100) (100) (100) (100) (100) (100) (100) (100) (100) (100) (1ω) 
336 410 353 346 345 446 292 375 316 332 222 146 

i注 1 昭和 37年の選択肢は次のようであり，上記と表現が多少異なっている。 r(l)
おこなったことがある。 (2)具体的に検討しているが，現在まではおこなってい
ない。 (3)おこなっていない。 (4)その他」

2 昭和49，53年は，実施したことがある場合はその具体的な形態まで尋ねてい
る。
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回答なし

実施の予定なし

研究中

ハ-J;~した

37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 49 53 
(0召和~年)

図表一13 原価意識調査の実施 (r原価計算実態調査J)
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図表-14 原価意識調査の形態 (1原価計算実態調査J)

〈質問〉 貴社では，今までに原価意識調査を実施したことがありますか。

0) 実施したことがある~その場合

A 対象
的全社的 (吋部分的( について)

B 期間

(イ) (日位 (ロ) (ヶ月位 付その他

C 方法
(イ)アンケート (ロ)インタビュー モ+その他

D 効果

Lイ)効果があったと思う (吋余り効果がない けその他

E その他(前記以外で注記すべき事柄がある場合)

年 度(日前日) 49 53 

会 キ土 自ヲ (450) (25.0) 
9 3 

対
苦E 分 的

(50.0) (66 7) 
10 8 

回答な し
(8 3) 。 1 

象

言十
(95.0) (100) 
19 12 

1 ヶ月以内
(400) (25 0) 
8 3 

期 1 ヶ月以上
(30 0) (250) 
6 3 

そ (l) f也 (15 0) (25 0) 
3 3 

間
回答な し

(100) (250) 
2 3 

計
(95.0) (100) 
19 12 

アンケー} (75.0) (667) 
15 8 

方 インタヒュー
(250) (8.3) 
5 1 

そ σ〉 他
(250) 。 3 

法
回答な し 。 。
員十

(100) (100) 
20 12 
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効果があフた
(55.0) (583) 
11 7 

効 余り ない
(350) (33 3) 
7 4 

そ σ〉 f也
(50) 
1 。

果
回答な し

(83) 。 1 

言十
(95.0) (100) 
19 12 

そ <7) 他
(50) 
1 。

実 地 し fこ
(100) (100) 
20 12 

図表ー15 原価意識を浸透させるための TWI，MTP等の採用状況 (r日本経営の解明J)

〈質問〉 原価意識を浸透させ，効果的な原価切り下げを推進するため TWI (Training 

within Industry)や MTP(Management Training Program)などの教育訓練

を行っているか。

年 度(昭和)

定期的に行っている

必要に応じてときどき行っている

今後行うべく計画中

過去に行ったことがあるが，余り関心を持っていない

全然行っていない

その他

未記入

会社総数

主主 r全然行っていなし、J 3社は，海運会社。

35 

(42.1) 
24 

(43.9) 
25 

(1引8)
1 

(18) 
l 

(53) 
3 

(18) 
1 

(35) 
2 

(100) 
57 
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泊、。

図表ー16 原価教育・訓練 (r原価計算実態調査J)

く質問〉 賀社では原価管理意識昂揚のための原価教育ないし，訓練をおこなっています

(1) 原価改善を必要とする項目について逐次その必要性を認識せしめるための

P.Rをおこなっている。
(2) 職長その他第1線監督者に対し教育機関を設置し原価教育をおこなってい
る。

(3) 経営幹部に対して原価に関する検討をおこなっている。

(4) 原価改善の結果，原価低減がおこなわれれば，その一部を奨励給として支

給している。

(5) 原価改善に関する提案制度をおこなっている。

(6) 原価報告書に生産性の測定，原価改善笑績等，原価意識に必要と思われる

事項をとくにおりこんでいる。

(7) 原価達成目標を図表その他の方法で周知せしめ，その達成度合を明らかに

している。

(8) とくに原価教育・訓練はおこなっていなし、。

(9) その他

年 度(昭和)

改善を要する際、価項目のP.R

第 1線監督者への原価教育機関

経営幹部への原価検討の機会

原価低減実績に対する奨励給

原価改善の提案帝Ij度

原価報告書の工夫

原価目標，達成皮の周知

特に行っていない

その他

回答なし

数総

'
寸

1
-g
ロ

e
f
tお
4
d

，
 

会

37 

(48.5) 
163 

(12市2)
41 

(46.4) 
156 

(3.6) 
12 

(34.5) 
116 

(28.6) 
96 

(28.3) 
95 

(20.5) 
69 

(3.9) 
13 

(1 2) 
4 

(227.7) 
765 

(100) 
336 
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803 わが国における原価管理の実態(1) -53-

うにも見えるが，実施した経験を具体的に尋ねると，その割合は減っている。

図表-14では，意識調査の具体的な実施形態を尋ねている。比較的最近の状況

としては，全社的よりは部分的な調査に 1年以上よりは数カ月内の期間で，

インタビュー方式よりはアンケート方式で行うことが主になっている。本格的

な調査というよりは，原価管理に補助的に活用されているとし、う印象である。

かかる調査は，年々継続しているのか，何年置きかで行われるのか不明である

が，図表-13と照合して，それほど継続的に行われているのでもなかろう。ま

た，このような意識調査は，本来実態把握が目的であると思われるが，それ自

体に原価意識を向上させる効果を期待する面もあるようで，調査をすればした

で，行っただけの効果はあるとする経営の方が多くなっている。

では，このような意識調査から得た実態認識を踏まえ，原価管理意識の昂揚

策はどのようになされるのであろうか。図表-15，16はその集計結果である。

図表-15では，原価意識を浸透させるために，日常的な業務活動から離れた所

で，作業者や管理者に対して教育・訓練を行っているかどうかを尋ねている。

定期，不定期を含めて，大半の経営 (860%)は何らかの教育活動を実施して

いるようである。

しかし，図表-16を見ると，これとやや違った様相がうかがえる。ここでも

直接には原価教育ないし訓練を尋ねているが，原価管理意識を高める方策全般

が問われているようである。「とくに原価教育・訓練はおこなっていなL、J (69 

社〉と「回答なしJ (4社〉の合計73社 (217%)は，あまり原価管理の意識

昂揚策として教育・訓練を意識していないようであるが，これを除いた 263社(78

3%)は，平均2-3 cl社当たり平均複数回答数2.6)の意識昂揚策を実施し

ている。かなり一般的な関心事:となっているが，そこでは大きく分けて 2つの

方策があり 1つは主に管理階層の意識昂揚策で、あり，他は作業者の意識昂揚

策である。前者の方策では r職長・その他第 l線監督者に対し教育機闘を設置

し，原価教育をおこなっている。J (122%)のように，固有の教育活動を行う

方策は，それほど多くはない。むしろ r経営幹部に対して原価に関する検討を

おこなっている。J (464%)， r原価報告書に生産性の測定，原価改善実績等，
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原価意識に必要と思われる事項をとくにおりこんでいる。J (28 6%)のような，

原価に対する管理者の管理活動そのものを奨励するような方策が主流である。

経営幹部に対して原価検討の機会を設けているとするものには，固有の職制教

育も含まれているであろうが，いくつかの例示からもうかがえるように，原価

検討会，原価会議，原価管理委員会，原価引き下げ委員会など，原価管理を主

体とする専門委員会の活動，つまり，それ自体が職務の遂行であることも多い

であろう。また作業者への原価意識昂揚策としては，作業者一般へ自標・成果

を周知・公報する方策と，主として作業者個々人への奨励策とがある。前者で

は r原価達成目標を図表その他の方法で周知せしめ，その達成度合を明らかに

している。J (28ゅ3%)，r原価改善を必要とする項目について遂次その必要性を

認識せしめるための P・Rをおこなっている。J(48“5%)があり，後者には r原

価改善に関する提案制度をおこなっている。J (34 5%)， r原価改善の結果，原

価低減がおこなわれれば，その一部を奨励給として支給している。J (36%)が

ある。どちらかといえば前者の方が広《行われ，後者は慎重になされていると

いう印象である。

以上の意識昂揚策の全体を眺めると，職制から離れて固有の教育・訓練を実

施することはかなり多いようである。しかし，そのような教育・訓練を，特に

原価管理意識の昂揚を目的として行うかということになると，そのような経営

はそれほど多くはないようである。むしろ原価意識の浸透策としては，原価意

識調査も含めて，日常の職制から離れた活動として行うのではなくて，より多

くは，管理や作業の職務遂行を通して構成員の一層の自覚と自主的な行動を促

すとし、う配臆が重視されているようである。職制を離れた独立の教育活動がな

されるとしても，それは，意識浸透策としては補助的になされるという印象で

ある。「日本経営の解明」における次のような意見聴取はこのような事情を反映

しているのではなかろうか。「……定期的にTWIなどを実施していると回答し

た某自動車会社で，つぎのような意見がインタビューにあたって聴取されたこ

(2) 企業経営協会原価計算研究会「昭和37年度原価計算実態調査Jr経営実務dl0集，昭和
37年11月， 49ページ。
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とは注目すべきであろう。すなわち w従業員教育の効果は，あまり期待できな

いのが現実である。教育す!る側にも，受ける側にも訓練教育という意識が表面

に出すぎてしまって，そのときかぎりの問題に終わってしまう傾向があるから

だ。だから，むしろ積極的に原価切下げに関する従業員の創意をくみ出し，従

業員に管理者的な意識を体得させるためには提案制度を利用することが効果的

である。事実， 当社では原価切下げに関する提案は活発に行われ，

る賞金もかなりの額になっている。~J

それに対す

以上，全社的な管理体制の整備・確立の方策として，管理組織の編成・確立，

計算手法の充実，全般的な基礎条件の整備の実態を概観した。これらが比較的

重視されているということは，原価管理が，全社的な体制の再編・整備を要す

るほど広範囲な取り組みを必要としていることの反映であろう。図表-6では，

全社的な管理体制の整備に関わる施策のみについて尋ねているようであるが，

「原価低減委員会等の設置J (386%)のような管理組織の再編策 i原価報告

書制度の採用J (50 9%)のような全体的な基礎条件の整備策が， その当時まで

にかなり取り組まれていたことが注目される。

図表-5の状況を全体的に概観するために，各領域別に会社数をまとめて回

答会社数56社に対する割合を示すと，図表-17のようである。内部的な業務活

動の改善策と全社的な管理体制の整備の方策が，大きな施策領域を成している。

なお， ここでは業務組織の簡素化・軽量化に対する方策はなく， これからの方

策としてあまり意識されていないようである。

次に前記の調査と大体同じ頃実施された「原価計算実態調査」ではどのよう

な実態がうかがえるであろうか。 この調査は， 図表-8にある回答肢を，年度

また年度によって選択項によって 3つまたは2つ選ばせる方式を採っており，

自にいくらか加減があることも注意しておく必要がある。各項目を概観すると，

全社的な管理体制の整備に関する方策の項目はおかれず，業務活動の改善策と

業務組織の簡素化・軽量化策のみがセットされている。 ここでも総じて原価引

き下げの方策は多岐にわたっており， 各社によって取り組みの重点はかなり個

(13) 東洋経済新報社編，前掲書， 184ページ。
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施策領域別会社数の割合 (r日本経営の解明J)図表-17

(%) 
50 

凹且
管計全
理算般
t且手的
織法な
の、基
編管礎
成理条
手 f牛
石憲法の
立の軍基
充備
実

、ー四ーー司~ーーー圃~

会社的管理体

制の整備

業
務
組
織
の
簡
素
化
・
軽
量
化

凹旦
作間対
業接外
の費的
報[、な

行営業
活業務
動費 i百
のの動
管管の
理理強

」一一戸ーー 化
業務活動の内部

における改善

40 

作
業
の
改
善
・
整
備

3日

20 

10 

性的になっているといえよう。

やまず業務活動の改善策から見ていくと，作業の改善・整備の方策として，

はり次の 3点が重視されている。即ち i設計の合理化J(昭和35年は 175%，

「機械設備の更新J (50 6%， 26 7%。新製品の生産，

品質改良等のための新規投資とは区別して，保有設備の合理化にウェイトがあ

翌36年は95%，以下閉じ。)， i原材料の転換J (156%， 7.8%)のような製品

仕様の改良・合理化策，

6.5%)のような生産方式の

改善策，これらの諸改善策を全体的に見直して作業要素の単純化を図るものと

して i製品品種の標準化J(22 5%， 91%)， i作業の標準化J(16 9%， 13 4%) 

ると思われる。)， i工程組合せの合理化J (163%， 

これらは相互に関連しなのような作業要素の規格化・標準化策の 3つである。

より効率的な作業への改善を目指しているが，総じて最も重視される施ヵ:ら，

策領域といえそうである。中でも「機械設備の更新」が重視されている。製造

活動自体は継続的に行われるとしても，

はなく，製品や作業条件を改変しながら実行することが重視されているのであ

できることなら，定常的，反復的にで
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807 わが国における原価管理の実態(1) -57-

ろう。

業務活動の改善策としては，事前の改善策のみでなく，作業活動の執行自体

の管理もかなり重視されている。そこでは「品質管理J 06 9%， 9 9%)によ

り一定の品質を維持しながら i歩留りの向上J (36 9%， 35 8%)と「作業時

間の短縮J (15 6%， 12 9%)を図ることが意図されている。

業務活動に伴う間接費，固定費の管理は i労務費の節減J (一， 56%)， i工

場経費の節減J(256%，印刷3%)として取り上げられているが，相対的にはそ

れほど多いわけではない。やはり直接費的な要素の管理の方が重視されている

といえよう。

この調査では，対外的な業務活動の強化策がかなり重視されている点が注目

される。「原材料購買管理J(3L9%， 185%)， i適切な操業度の維持J(4L9%， 

246%)がそれであり，これらは購買市場，販売市場への働きかけによって経

済性を高めようとするものであるといえる。後者の「適切な操業度の維持」は，

固定費の有効利用を果たすといえよう。

このような業務活動の管理以外に，主として業務の組織構造面の簡素化・軽

量化策が取り上げられている。資材・製品の「在庫管理J (8 8%， 4 3%)， i人

員の適正イ七J (一， 69%)がそれに当たり，短期資金の滞留の円滑化，余剰人

員の削減を目指しているが，この方策自体は，それほど重視されているようで

はない。

図表-8の以上のような諸施策を各領域別に会社数をまとめ，回答会社数

160社(昭和35年)， 232社〈昭和36年〉に対する割合を示すと，図表-18の

ようになる。業務活動の改善策としては，やはり内部的な業務活動の改善策が

重要な施策領域であることを示すが，対外的な業務活動の強化策もかなり重要

視されていることがわかる。

「原価管理実態調査」とほぼ同じ項目を使って，昭和56年に調査が行われて

いる。東証上場の製造業608社から得た回答を集計しており，統計的な実態と

しての信頼度は一層高いであろう。図表-9はその集計であるが，ここでは，

回答肢に順位をつけて 5つ選ばせており，図表ー9の脚注のような配点をし，
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施策領域別会社数の割合(，原価計算実態調査J)図表-18
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各田答肢毎に平均点を算定している。

両者には20年昭和35年と同じ組み合わせの項目を利用しているとはいえ，

聞の聞きがあって，連続的な経過とその意味を推察するのには空きすぎの感じ

がする。概観すると，相変わらず原価管理の方策は多様であり，特にし、ずれか

の方策に集中するという傾向はあまりないのではないか。両調査において 20年

間の経過があるにしては，各方策の重要性の順位は，全体の様相が一変したと

いうほどではない。高い順位のものは比較的高く，低い順位のものは相変わら

しかし，相対的な順位はいくらか変化しており，次のようず低いようである。

にいえよう。「作業時間の短縮j，r品質管理」の順位は，下位のグループ(9-13 

「原材料購上位グループ(1-4位当たり〉に上昇し，位当たり〉であったが，

「在庫管理」は下位の買管理」は上位のグループ内で r工程組合せの合理イヒj，

「機械設備の更新(増設)j

「製品品種の標準化j，

ク*ループ内でそれぞれ順位が上昇している。逆に，

は上位グループから中位グループ (5-8位当たり〉へ，

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ
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J
 
5
 

'f乍業の標準化」は中位グノレーア。から下位グループへ下降している。ただ，機

械設備の更新(増設)jの順位の下降には， 56年の調査項目に'(増設)jが付記

されていることから，新規の投資を含めるような印象を与え，一部その影響が

出ているのかもしれない。しかし，このように多少の移動はあっても，やはり

直接費的な要素が重視されている点についてはあまり変わりはないといえよ

う。

それにしても，このような相対的な順位の変化は， どのような実態を反映し

ているのであろうか。データが十分でなく，あまりうがった解釈は禁物である

が，一つの見方として生産方式の多品種少量生産化の影響も含まれているので

はなかろうか。作業の執行活動の繁雑化とともに，品質管理j，'作業時間の短

縮Jの重要性が高まるとともに，歩留りの向上」は相変わらず上位にあって，

全体として執行活動の管理の重要性を高めている。購入資材，製品等の多様化

は，原材料購買管理j，'在庫管理」の相対的な重要性を高めたように思われる。

事前の作業の改善策においては，製品品種の標準化j，'作業の標準化」のよう

な作業要素の単純化・標準化策が単純には追求できなくなり，代わりに「工程

組合せの合理化」など各種要素の選択，組み合わせ策のウェイトを高めたので

あろうか。また，機械設備の多機能化，精般化，システム化は，機械設備の更

新」など設備の改修・合理化余地をかえって減らしたといえるのであろうか。

様々な主観的想像はできるけれども，これのみで実態を判断することはできな

いであろう。

コストダウンの方策に関するものとしては，昭和40年にも調査が行われてい

る。図表-10はその結果である。項目数がさらに増え，選択しうる項目数も 5

つに増えていることもあって，一見方策の多様化は一層広がった印象を与える

が，施策領域においてやや片寄りが見られる。これまで最も重要な施策領域で

あった内部的な業務活動の改善策の項目数が相対的に少なく，他の施策領域が

(14) 生産方式の実態については，井上信一，田中嘉穂、「生産方式と原価計算一一昭和57年

の実態分析一一J ~香川大学経済論議』第 57 巻第 1 号，昭和 59 年 6 月を参照していただ
きたし、。
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増えている。

まず，業務活動の管理に対する方策を見ると，ここでも業務活動の経営内部

での改善策と対外的取引活動の強化策とが置かれている。前者としては rレイ

アウト作業方式の改善J (3，0%)， r製造技術強化(仕様，材料加工法，歩留り

率)J(34 3%)のような主に生産方法の改善・合理化策と r人員稼働率及び効

率め上昇J (306%)， r標準時聞の強化J (0 %)， r残業規制J (82%)のよう

な人の有効利用の方策があり，両者合わせて概して重視されているといえよう。

対外的な業務活動の強化策としては r資材等の購入価格の引下げJ (239%)， 

「系列会社の経営能率化J(82%)などの有利な購入策と r製品価格の引上げ」

(6引0%)のような販売策とがある。取引先や市場に働きかけて，直接・間接に

原価に有利な効果を期待するものであるが，相対的には施策領域として無視し

がたいといった状態であろうか。

この調査の特色の lっとして，業務組織の簡素化・軽量化策の項目が多く挙

げられている点がある。「組織簡素化乃至再編成J 072%)， r人員有効配置」

(12 7%)， r人員削減J (11 2%)のような人的組織に関わる方策 r在庫減少」

(32 1%)， r代金回収促進(金利軽減)J (3L3%)， r不良資産整理J (9 7%) 

のような資金流動化ないしは流動資産の軽減策，および「投資抑制J (9 7%) 

のような総資産の抑制策がある。多様な項目がおかれていることもあってか，

最も重要な施策領域の lつを成しているようである。

以上のような主として事業活動の改善策に対して，全体的な管理体制の改善

策の項目も少なくない。管理組織の編成・確立に関しては「事務簡素化(機械

化を含む)J(485%)のみであるが，かなり一般的な方策となっている。計算

手法・管理手法の充実策としては r内部監査J(16 4%)， r予算統制J(754%)， 

r(原価計算的な〉原価管理J (43 4%)， rVA， OR， IEJ 04“9%)があり，最

も重視されている。これらに限らず，これまでのデータを全般的に見ると，業

務に関する諸施策は各社により区々であるのに対して，管理体制の充実策の方

は，かなり多くの経営に共通した施策が散見するという傾向があるのではない

か。具体的な原価管理とはいえ，事業の活動面，構造面を全体的，系統的に展
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そのためには会計的手法を連結環にした体制を確開する体制の確立が望まれ，

立することが期待されるからであろうか。

当時の予算統制や標準原上記の予算統制，原価計算的な原価管理の状況は，

その実態を反映しているものと思われ価計算の実施状況とほぼ見合っており，

る。次のIV章で言及するように，予算統制は，その形態を問わないのであれば，

昭和49年では 100%近く普及していたといえる。昭和30年当時で80%前後，

ただ，予算統制の形態は多様であって，費用の予算・実績比較をするものとな

ると，それより 10-20%程度は少なくなるのではなかろうか。また，標準原価

計算の実施状況も，後掲の図表-44，45のように，昭和40年当時の一般的状況

は，制度としての標準原価計算が30%前後，制度外のものも含めると 50%前後

と思われる。総じて，原価管理において会計的な手法はかなり重要なものと位

かといって，当時90%流布していた「原価管理」は，単置づけられているが，

に原価計算的な手法による原価引き下げ策だけをいうのでないことも明らかで

ある。

施策領域別会社数の割合 (1内部屋t査実態調査J)図表ー19
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図表-10の調査を概観するために，各領域別会社数を回答会社数 134社に対

する割合で示すと，図表-19のようである。業務組織の簡素化・軽量化策と計

算手法・管理手法の充実策の項目が多かったこともあってか，それぞれがかな

り重視されている。なお， ここでは，作業の執行活動の管理，間接費・営業費

の管理，全般的な基礎条件の整備の諸方策は，選択項目が設定されていない。

以上，本節では，原価管理においでどのような領域の方策が重視されていた

かを概観してきた。利用データに制約があって，正確な認識は得難いが，主に

昭和30年代後半の状況を中心に，昭和50年代のデータを補足的に利用するこ

とができた。特に昭和30年代後半は，多くの経営が原価管理を開始してそれほ

ど時闘を経過していない頃であり，導入経験の浅い頃の状況がうかがえよう。

原価管理の必要性は戦後いち早く認識され，昭和30年代半:ばには早くも大半

がその導入に踏み切っており，それ以来今日までその認識は継続し，定着して

きたものと思われる。

しかし，内容的には，原価管理の諸施策は概して多岐にわたっており，一面

的，部分的な取り組みに限定されてはし、ないようである。業種業態，個別の経

営の違いによって管理の重点が異なっている様相がうかがえるが，調査による

限り，原価管理の諸施策は一応次のようなものとして受け止められるであろう。

各調査によって調査の仕方が異なっているが，ここでは全体関連的に大様にま

とめておきたい。

l 業務活動の経営内部における改善

(1) 作業の改善・整備

① 製品仕様の改良，合理化

製品企画・開発・研究・設計の合理化

原材料の転換

② 生産方法の改善

機械設備の改善・合理化・更新

工程組み合わせの合理化

レイアウト・作業方式の改善
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作業方法・製造技術の強化・改良

、③ 作業要素の規格化，標準化

製品品種の標準化

作業の標準化

④ 人の有効利用

人員稼働率及び効率の上昇

標準時間の強化

残業規制

(2) 作業現場の執行活動の管理

品質管理

物量管理・原単位管理

歩留りの向上

ロス防止

作業時間の短縮

(3) 間接費，営業費(固定費〕の管理

労務費の節減

工場経費・冗費の節減

販売費の管理

金融費用の引き下げ

2 対外的な業務活動の強化

原材料購買管理

資材等の購入価格の引き下げ

系列会社の経営能率化

製品価格の引き上げ

販売促進

適切な操業度の維持

3 業務組織の簡素化・軽量化

組織簡素化乃至再編成
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人員有効配置

人員削減@適正化

在庫管理・在庫減少

代金回収促進(金利軽減〉

不良資産整理

投資抑制

4. 全社的な管理体制の整備

)
 

司

i品(
 
管理組織の編成・確立

事業部制

工場別管理責任制度

コストセンターの再編成

原価低減委員会等の設置

事務簡素化(機械化を含む〕

(2) 計算手法，管理手法の充実

内部監査

予算統制

原価計算制度・(原価計算的な〉原価管理

経営工学的管理技法

(3) 全般的な基礎条件の整備

原価報告書制度の採用

原価意識の浸透

個々の方策をある程度まとめて施策領域として見ると，業務活動の経営内部

における改善策と，全社的な管理体制の整備対策とが最も重要な領域を成して

いるといえよう。そこでは内部的な業務活動に対する様々な具体的措置と，責

任体系を明確にしながら方向づけをしてし、く管理体制の確立とが間われている

のであろう。前者においては間接費より直接費的な要素の管理にウェイトがあ

ると思われ，努めて作業活動の改善・見直しをしつつ，それの円滑な執行が問

間接費・営業費の管理は，従たる領域である印象を与えわれている。 しかし，
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るが，それなりに重視されているとし、う状況である。全体的な管理体制では，

管理組織の編成・確立，計算手法・管理手法の充実，全般的な基礎条件の整備

があり，いずれもそれぞれに重視されているが，特に計算手法の充実策として，

予算統制や原価計算的な原価管理のような会計的手法を中心にした体制がかな

り共通的に重視されている点が注目される。各職場での原価責任を組織的，体

系的に明示するとともに，それぞれを統合化する体制の確立が意図されている

からであろうか。

しかし，その外にも，対外的な業務活動の強化策と主に業務組織を簡素化・

軽量化する方策とがあり，それぞれにかなり重視されている。しかしその位置

づけは，前記2つの重要な施策領域の管理を補強するようなものとして取り組

まれているとし、う印象である。

このような昭和30年代後半当時の状況は，昭和56年にも状況が一変したと

いうほどの変化はないように思われる。断定はできないが，その間生産方式の

多品種少量生産化が進行し，原価管理にも相対的な状況の変化が生じたといえ

るのかもしれない。

原価管理は少なくとも，原価計算的な手法による管理体制だけを指すのでは

なく，予算統制的な側面，生産管理的な側面，組織構造薗の改変・簡素化など

をも含めたものと見られている。

以上のような状況は，原価管理のねらいに関する実態にも反映しているよう

である。図表-20において，コストダウンのねらいが，損益事情の改善と資金

事情の好転のいずれに重点があるかといえば，やはり前者が圧倒的である。資

金の滞留を減らし，できれば所要資金量を節約する取り組みもなされてはいた

が，やはり業務活動全体の効率化に主眼があるという状況は，前記の諸施策に

おける状況と同じものといえよう。また，このことは図表-21の昭和45年の状

況にもうかがえそうである。原価管理の主目標は必ずしも単ーではなく，財務

効率，操業能率，労働効率の改善のいくつかにまたがっていることが少なくな

いが，中でも操業能率，労働効率のような業務活動の効率化を目指すことが多

いように思われる。財務効率の意味は必ずしも明白でなく，資金の回転の円滑
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図表-20 コストダウンの目的 (1内部監査実態調査J)

く質問〉 寅社におけるコストタウンの目的は次の何れに重点がおかれていますか。

(1) 損益事情の改善

(2) 資金事情の好転
(3) モの他

年度(昭和)

損益事情の改善

資金事情の好転

そ グ〉 他

lit 

回答会社数

会社総数

40 

(82.3) 
110 

(9.7) 
13 

(7.5) 
10 

(99.3) 
133 

(90.3) 
121 

(100) 
134 

図表-21 原価管理の主目標 (1内部監査実態調査J)

く質問〉 原価管理の主目標は何ですか(複数可)

a 財務効率
b 操業能率

C 労働効率

d 間接費

e その他

年度(昭和) 45 

財務効率
(40.9) 
54 

操業能率
(47.0) 
62 

労働効率
(31.1) 
41 

間 按 費
(17.4) 
23 

そ σ〉 他 (9.8) 
13 

~t 
(146.2) 
193 

会社総数
(100) 
132 

816 
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化と節約，対外取引の強化，全社的な諸財務指標の改善などが含意されている

のであろうか。それらの改善を主目標とすることも少なくないが，むしろ業務

活動の効率化にウェイトがあるといえよう。

2 事前管理・事後管理

本節では，原価管理の管理要素として，事前管理，事後管理のいずれが行わ

れているかを見ていきたい。原価管理が業務活動の円滑で、継続的な実施を図る

とし、う場合，一定期間の業務活動についてその実施前を管理するのか，執行過

程を管理するのか，実施後を管理するのかが問われよう。そのような観点から，

実態がどのようであるのかをうかがうことになる。

この点を直接取り扱ったデータは少なく，図表-22，23を参照していく外は

図表-22 原価管理の内容 (r原価計算実態調査J)

く質問〉 費社で行っている原価管理の内容としてはどのようなものが含まれていますか。

(1) 事前管理(内容を簡単に記入して下さし、)

(2) 事後管理

イ 基準数値(原価)と実綴数値(原価〕との比較

ロ 差異発生原因分析

ハ対策樹立

二 笑施効果の測定

ホその他

年 度(昭和)

事前管理

事後管理

基準。実級比較

差異原因の分析

対策樹立

実施効果の測定

そ (1) 他

~t 

会社総数

35 

(40.0) 
64 

(80~0) 
128 

(72.5) 
116 

(45.0) 
72 

(23.1) 
37 

(44) 
7 

(265.0) 
424 

(100) 
160 
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図表-23 原価管理の重点一一事前管理・事後管理 (r原価計算実態調査J)
く質問〉 原価管理において，次のいずれに重点をおいていますか。

イ 事前管理

ロ 事後管理

該当事項なし

年度(昭和)

事前管理

事後管理

4芥 用

該当な し

回答な し

会社総数

35 

(32.5) 
52 

(55.0) 
88 

(8.8) 
14 

(3 1) 
5 

(06) 
1 

(100) 
160 

818 

ない。図表-22では，原価管理の内容として事前管理と事後管理のどれを行っ

ているかを尋ねている。複数回答の状況から推察して， 2 -3の回答肢を実施

したものが多いようである。これによると，特に基準・実績比較と差異原因の

分析は，それぞれ80%近くまでの経営が実施しており，原価管理を実施してい

る経営のほとんどが行っているといえる。次いで，対策樹立と事前管理がそれ

ぞれ40%ないしは 40%強で，これもかなり実施されている。総じていうと，基

準・実績比較や差異原因の分析の上に，対策樹立や実施効果の測定など一層の

事後管理の徹底を図っているものが40-50%あり，基準・実績比較，差異原因

の分析の事後管理に加えて事前管理をも重視していると思われる経営が40%

程度いるといった状況で、はなかろうか。全体としては，基準・実績比較，差異

原因の分析を中心として事後管理の方が重視されているが，事前・事後を含め

た循環的な管理体制もかなり広く展開されていると見てし、し、であろう。

この点は，図表-23でもほぼ同じような状況がうかがえる。これによると，

事前管理と事後管理のどちらを重視するかという点では，図表-22から受ける

印象よりも，やや事前管理寄りであると思われる。選択肢がないためか r併用」
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するもの (88%)は，少なくなっている。

要するに，昭和35年当時の状況としては，原価管理は，業務活動の執行後に，

基準値に対し実績をチェックするという点、がまず不可欠のものとされ， しかる

後に対策樹立や事前管理などでその有効性を強化するという取り組みがなされ

ていたようである。

しかし，ここで事前管理という場合，具体的にどのような内容をいうのかが

若干気懸かりである。そこで図表-22のく質問〉において，事前管理ではどの

ようなことを実施しているのかを簡単に記入させているので，その回答を参照

しておくことにしたい。事前管理を実施しているものは64社 (400%)である

が，そのうち59社が具体的実施例を記入している。詳細な調査結果は集計表を

見ていただくことにし，ここではその概要を示すにとどめたい。

まず事前管理とし、う場合，その多く (34社程度〉は，期首において，全面的

または部分的に標準原価を設定するか，あるいは，一定期閉または特定受注製

品(造船，建設，ヂーゼル機関，鉄道車輔の業種〉の予算を編成した後に，そ

れらの達成を各工場または部門に示達する過程を指しているように思われる。

この中にも，様々なタイプがあり，たとえば標準原価制度と予算制度とを併用

し，ほぼ変動費の管理を前者に，固定費の管理を後者に委ねていると思われる

場合と，単に予算制度によって原価を管理していると称する場合とが最も多く，

この外に，単に標準原価によって管理をするという場合(2社)，標準か予算か

を明示せず，ただ目標数値の設定と通知を指しているとしづ場合 (6社〉など

が含められる。なお，予算制度による管理をいう経営の中には，部門予算の調

整という予算編成過程における特定の局面を強調している場合 (2社〉もある

が，それもこの中に含めている。いずれにしてもこれらは，業務活動の事前管

理を，期首に標準原価または予算原価を編成，指示するという形で，業務の執

行前を合理化する過程を捕えていると思われる。

(15) 企業経営協会原価計算研究会「昭和35年度原価計算実態調査J "経営実務』第87集，
昭和35年9月， 82-3ベージ。これは，金子佐一郎致修，企業経営協会編 r実態分析原
価管理』昭和35年， 61-2ベーシにも再録されている。
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事前管理の内容として次に多い 06社)のは，製造活動を中心とした作業改

善を行うというものである。その多くは標準原価の設定や改訂に影響すると思

われ，その意味では，上記の標準原価の設定の中に含めてもいいのであるが，

会計的な手続過程そのものとは異なっていること，およびこのような手続きは

必ずしも予算期間の期首にまとめて行われるとは限らず， もっと短期の経常的

な手続きの中で改善提案されることがあり，ひとまず分けて捕えておきたい。

これの例を挙げると，製品の品質・品種基準，設計段階での管理(工作機械，

繊維機械，工場施設の業種)，原材料の品質・価格の基準，標準作業時間の研究，

工程組み合わせの合理化，機械設備の改善，製造量及び速度の基準など，ほぼ

直接費の個別的な要素に関連するものが中心であると思われるが，要するに，

作業活動に関連する要素の具体的な品質，物量，価格の基準を執行前に変更・

設定することに事前管理の機能が認められている。実際には，このような倒別

の品質基準，原単位標準，価格標準の検討と，期首における標準原価の設定ま

たは期間総合計画である予算編成とが，手続的にどのように絡まりまたは独立

しているのか，その在り方はどのような動静にあるのかが，知りたいところで

あるが，これのみでは具体的に知りえない。要は，ここでの事前管理は，年次，

半年次，四半期次あるいは月次などの製造作業の執行に先立って，具体的な業

務の指針を合理化しておこうとするもの， と見ることができる。

前節で原価管理の諸施策を検討したところと較べ，このような意味の事前管

理を挙げる経営が意外に少ないという印象を受ける。しかし，広く製造作業，

その他業務の改善・整備は，単に標準や予算の編成時期を捕えてのみ行われる

のではなくて，基準・実績の比較データをもとに事後的に具体的な「対策樹立」

を検討する際にも行われうる事柄であり，恐らく両方のタイミングを契機とし

て業務改善が検討されるのではなかろうか。実際には， V章の図表-49-52，

53-55 (次巻次号〉でうかがうように，標準や予算の改訂・編成期は年次，半

年次が圧倒的に多いのであるから，事前の業務改善は，年次，半年次の編成期

に行われ，事後の業務改善は，事実上四半期次，月次の事後の基準・実績比較

を契機として行われることが多くなるのかもしれなし、。むしろ，具体的な業務
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改善策の検討は，標準改訂時というよりは，四半期次，月次の事後管理時に行

われることの方が多いかもしれない。いずれにしても，業務改善は，事前管理

でも事後管理でも行われるといえるのであろう。

さらに，事前管理の例として，次のような手順を指してし、う場合(5社)も

ある。つまり，期首における予算は，予算期間の開始とともにその執行に移さ

れるわけであるが，執行に当たり発注時点または支出時点で予算執行を管理す

るとし、う場合がある。たとえば，予算執行の事前伺，修繕費・消耗品費等の発

生点管理，菓議制度による支出チェック，予算枠外支出の審査などである。こ

れらは，年次や月次の予算の執行を管理するものであって，前述の予算編成の

過程とは区別されるべきであろう。その見方により，事前に樹てた計画の執行

過程の管理をも，事前管理というのは矛盾するようであるが，事前とか執行と

いっても具体的な業務活動(どのような期聞を管理のサイクルとする業務活動

であるか)との関連でいえることであって，その取り方によっては同じものが

事前になったり，ならなかったりする。そのような相対的な事情が，意味の多

様性を生じさせているといえよう。事前管理の実施例として「製品歩留り管理」

を挙げる経営(1社〉もあるが， これも，年次，半年次，月次といった期間幅

のサイクルをもっ作業活動の立場からは，むしろ執行過程の管理に近いものと

いえよう。実務において，事前管理の意味は多様に理解されているようである。

その外の事前管理の実施例として，短期利益計画や予算編成において， 目標

達成のために個別的な対策を検討することを指して，利益計画的な意味を込め

ていると思われるもの(2社)，原価部門の設定のようなむしろ管理の組織編成

をいうもの(1社入原価報告や予算・標準の審議過程がもっ牽制的な心理的効

果をいうもの(1社〉もあり，事前管理の意味の多様性を添えている。これら

が，ある意味で「事前管理」であるといっても，その内容はあまりにも多様で

あり，事前管理の同質的な中味であるとするのには慎重を要するであろう。

こうして見ると，昭和35年当時，原価管理において事前管理といっていたも

のは，大勢の見方としては，管理が年次~月次のサイクルで行われる業務活動

について，その執行前を管理するという見方であったといえるのではなかろう
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か。より具体的には，会計期閉または予算期間に先行して行われる標準原価ま

たは予算原価の設定過程であり，またそれと薗接・間接に関連するであろう具

体的な作業活動の改善策の検討である。

ただ，原価管理における事前管理をそのように理解するに当たって，次のよ

うな解釈を補っておく必要があろう。次のIV章に見るように，この当時何らか

の予算統制は，大半の経営で行われていたといえる。また標準値の設定におい

ても，図表-29，49， 51 (後の 2者は，次巻次号〉から推定されるように，昭

和35年当時からすでに 70%前後の経営が何らかの形で実施していた模様であ

る。もちろん標準原価計算の実施となると，図表-43-45のように，その当時

30-40%程度に留っていたが，単なる個別的な標準値まで含めると広く行われ

ていたようである。とすれば，上記のように事前管理が標準原価や予算原価の

設定過程であるとされる場合には，事前管理はもっと広く行われていてし、し、は

ずである。それが高々40%に留っているのは， どうしてであろうか。何らかの

目標値を定めている場合には，それぞれ基準・実績を計算上比較することや形

式上差異原因を分析することは，さほど困難ではなかろう。しかし，問題は，

そのような形式的な措置のいかんではなくて，それが，事前または事後におい

て，無数の可能性の中から，特定の管理者が講ずべき具体的な改善・合理化策

を特定化し，それの執行をせまることに結びつくかどうかである。実は，事前

管理において，無数の製品・原価要素がもっ品質，物量，価格の標準を全体関

連的に位置づけながら改善・合理化するために，あるいは，事後管理において，

全体の事実経過の中から今後採るべき適切で具体的な対策樹立を確定していく

ために，個々の目標値を関連づけている標準原価計算によることが好ましいの

ではないか。個別的な標準値や予算値のみでは，管理が分散的，局部的，形式

的になり，管理が徹底しないのではなかろうか。持続的で具体的な原価管理の

ために，標準原価計算を手法の核に据え，管理の漏れをなくすとともに，相互

関連的に具体的措置を追求していくことが要請されるのであろうか。いくらか

思い切った解釈をすれば，事前管理，対策樹立において具体的な措置が講ぜら

れるのは，標準原価計算により包括的で系統的な管理がなされる場合であると
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見られないであろうか。

以上われわれは，原価管理が，管理のサイクルのどの段階で行われているの

かを観察した。必ずしも具体的な実態が明らかになったわけで、はないが，まず

原価管理は，業務活動を恐らく年次~月次の期聞をサイグノレとして管理す}るこ

とが中心となっているという印象である。このような業務活動について事前管

理，執行管理，事後管理がなされ，中でも事後管理が最も普及しているようで

ある。事後管理では，基準・実績比較と差異原因の分析のような，事後に報告

活動の経過をチェックし，その意味を確認す町る手続きが，原価管理を実施する

ほとんどの経営 (80%程度か)で実行されている。

しかし，そのような経営の約半数 (40-50%というところか)は，上記のよ

うな意味での事後の事実確認のみにとどまらず，それ以上の管理を実施しよう

としている。必ずしも明白な実態を把握したわけで、はないが，特に標準原価計

算を実施している場合には，事前管理において執行活動の目標をかなり具体的

に検討・指示し，あるいは，事後管理において確認し得た事態に対する具体策

の提起や講じた対策の実施効果の確認まで追究する，ということで管理を実質

化，深化させているようである。また，調査の質問項目が必ずしも明白でない

図表ー24 原価管理の機能 (1原価計算実態調査J)

〈質問〉 貴社では原価管理の主たる機能として次の何れを期待してレますか。

年度(atj和)

基準値に近づける

実際値引I~下げる

そ の 他

回答主し

計

会社総数

(1) 基準(目標)数値を定め，実際数値をそれに近づける。

(2) 基準〔目標〉数値のし、かんにかかわらず実際数値を引き下げる。
(3) その他

35 37 39 40 41 42 43 44 45 46 49 

(69.4) (64.9) (63.3) (65.3) (66.4) (65.7) (66.4) (72.0) (69.6) (71. 7) (65.8) 
1ll 218 223 226 229 293 194 270 220 238 146 

(256) (31.0) (28.6) (27.7) (29.6) (29.6) (30.5) (24.0) (25.9) (24.1) (30.6) 
41 104 101 96 102 132 89 90 82 80 68 

(44) (2 7) (2目8) (3.2) (17) (2.7) (17) (2 4) (1 6) (1 5) (27) 
7 9 10 11 12 5 5 6 

(0 6) (L5) (5.4) (3.8) (23) (2 0) (1 4) (16) (2 8) (2 7) (0 9) 
l 5 19 13 4 6 9 2 

(100) (100) (100) (100) (100) (100) (100) (100) (100) (100) (100) 
160 336 353 346 345 446 292 375 316 332 222 

11 H 11 11 11 11 11 11 11 11 11 

53 

(67.8) 
ω 
(28.8) 
42 

(1 4) 
2 

(2 7) 
4 

(100 7) 
147 

(100) 
146 
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(%) 
図表 25 原価管理の機能 (i原価計算実態調査J)

100 一一
ーミミグこそ況

80 
実際値を引下げる

\\~-ノ〉\\一一

基準値に近つける

40 

20 

。
35 37 39 40 41 42 4344 4546 49 53 

(昭和~年)

ため，執行過程の管理がどの程度重視されていたかは必ずしも明らかでないが，

前節の原価管理の諸施策の実態から見ても，かなり重視されていたのではない

かと思われる。

原価管理の機能を一般的，抽象的に尋ねると，図表-24，25のようである。

その基本的な機能は，昭和30年代半ばから 50年代にいたるまで一貫して，基

準値(恐らく基準数値自体の引き下げも含むと見ていし、であろう。〉をあらかじ

め定めておいて，実績数値をそれに近づけようとする管理上の働きかけ全般を

いうようである。具体的な数値の設定と比較が核にあって，少なくとも昭和 35
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825 わが国における原価管理の実態(1) -75ー

年当時の状況は，総じて事前管理よりも事後の再々の基準・実績のチェックの

方が強調されていたようである。

3 金額管理・物量管理

これまでの検討からも示唆されることであるが，原価管理の形態を見る場合，

それが主として物量数値を手段にするものであるか，金額数値を手段にするも

のであるかは， それがどのような管理であるかをうかがわせる一つの手掛かり

となろう。 これに関していくつかのデータが見られるが， ここでは， そのうち

概括的なものを検討するにとどめ， なお追加的な検討は章をあらためて行うこ

とにしたし、。 ここでは， 図表一26-29を参照するものとする。

図表-26 原価管理の重点一一物量管理・金額管理 (r原価計算実態調査J)

く質問〉 原価管理を物量管理と金額管理のいずれに重点をおいて実施していますか。

注

(1) 物量管理に護点をおいている

(2) 金額管理に重点をおいている
(3) 原価中心点では物量管理，全般では金額管理

(4) その他

年 度(昭和) 35 

物量管理に意点
(23.8) 
38 

金額管理!に重点
(20.6) 
33 

費目により異なる
(43.8) 
70 

上記の併用
(6.3) 
10 

原価中心点は物量全般は金額

そ <7) 他

該当な し

回答な し
(56) 
9 

会社総数
(100) 
160 

36 

(8.2) 
19 

(13.4) 
31 

(74.6) 
173 

(04) 
1 

(3 4) 
8 

(100) 
232 

上記の「質問」は昭和 36年のものである。昭和35年の選択肢は rイ 物量管理

に重点をおいているJ. rロ 金額管理に重点をおいているJ. rハ 費自によって

重点のおき方が異なる」の 3項目である。
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図表 27 原価要素の管理尺度と管理担当部課(昭和56年 r原価管理に関する調査J)

〈質問〉 昭和55年度の決算期の当工場(あるいは事業部〕の，次の原価要素の消費金額
をお教えください。(製品製造原価を 100としてノミーセントでご記入ください。〉

また，それぞれの原価要素の管理担当部課名(たとえば工場工務課など)およ

びそこで重要視されている管理尺度はどれですか。重要性の高い順に番号をつ

けてください。

製占造原価に
める割合

部管理課担名当 管理尺度と Lての重要性の順位

直接原材料費 ( )材料消費量 ( )材料単価 ( )その他一一一一一

直 按 労 務 費 ( )作業時間( )賃 率 ( )その他一一一一

外 注 力日 エ 費 ( )外注数量 ( )外注単価 ( )その他一一一一一

動(燃料費，電力力料，水道料等資) ( )消 費 最 ( )消費単価( )その他一一一一一

減(工場価の機償械， 装却置等費) 一一一一一一一
そ !l) 他 / 一一一一一一一ーーー一一ーー
製品製造原価 100 ( )笑際原価 ( )標準原価 ( )予算原価
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827 わが国における原価管理の実態(1) -77 

費目 管理尺度
11立の
会社数

材料消費量
(50.5) 
307 

直

接業原材ト

材料単価
(44.4) 
270 

そ σ〉 f也 (2.1) 
13 

費

五十
(97.0) 
590 

作業時間
( 75.8) 
461 

直

接 賃 率
(14.5) 
88 

労

務 そ グ〉 他
(4.1) 
25 

費

言十
(94.4) 
574 

外注数量
(24.5) 
149 

外

注 外注単価
(53.0) 
322 

力日

工 そ σコ f也 (1.8) 
11 

費

計
(79.3) 
482 

消 費 主ill.弓 (83.9) 
510 

動
消費単価

(10.0) 
61 

カ
そ ♂〉 他

(10) 
6 

Z聖
日f (94.9) 

577 

実際原価
(52.3) 
318 

製
品 標尊i 原価

(29.4) 

製造
179 

原
予算原価

(16.8) 
102 

{面

計
(98.5) 
599 

会 社 総 数
(100) 
608 
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図表一28 原価管理の初期段階 (r原価計算実態調査j)

〈質問〉 費社では原価管理の第 l段階として採用したものは何ですか。

イ 物量管理

ロ 原価そのものの検討

ハ 原価報告(現場に対する〕

年 度(昭和) 35 

物量管理
(44.4) 
71 

原価の検討
(506) 
81 

原価報告
(31.9) 
51 

そ グ〉 他
(25) 
4 

員十
029 4) 
207 

会社総数
(100) 
160 

図表-29 原価標準はどのような形で与えられているか (r日本経営の解明j)

年 度(昭和)

原価数値で与えている

標準材料費を与えている

標準労務費を与えている

その他

数量だけで与えている

標準材料消費量を与えている

標準作業時間を与えている

その他

回答会社

会社総数

35 

(28.1) 
16 

14 

13 

8 

(33.3) 
19 

17 

14 

2 

(61.4) 
35 

(100) 
57 

828 
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829 わが国における原価管理の実態(1) -79-

図表一26によると，やはり昭和 35，6年当時の状況になるが，原価管理にお

いて物量管理と金額管理のいずれに重点をおし、ているかを尋ねると，両者のい

ずれにも重点がおかれる， というのが大勢のようである。まず昭和 35年では，

物量管理に重点をおくもの，金額管理に重点をおくものはそれぞれ238%，20 

6%であるが r費目によって重点のおき方が異なる」とするものが438%あり，

前者よりも多い。費目によって物量管理と金額管理の重点のおき方を違えてい

るという状況は図表一27の昭和田年のデータからも，その一端がうかがえる。

ここでは，総合的な質問に対する各費目の管理尺度に対する回答のみを集計し

ているが，各費目(¥，、ずれも重要度の高い代表的な費目である。〕によって重視

される管理尺度が異なっていることがわかる。年度のずれがあるにしても，こ

の状況から，一般に物量管理か金額管理かを問われても，一律には指摘できな

いという実態がうかがえよう。

また，昭和36年では，物量管理または金額管理のいずれかに重点をおくもの

が，それぞれ82%， 13 4%であるのに対して r原価中心点では物量管理，全

般では金額管理」が 746%と圧倒的である。ここでも，原価管理は，物量管理

と金額管理のいずれに重点をおくかは決め難く，むしろ何らかの形で両者を並

用しており，必要に応じて使い方を区別するというのがき当時の状況であったと

いえよう。敢えてどちらかを重視したものだけを見ても，両者に重要度の差は

それほどないようである。調査結果を見る限り，比較的下級の管理階層では物

量管理にウェイトをおいた部分管理が，相対的に上の階層では金額管理にウェ

イトをおいたより総合的な管理が主となっているようである。かかる事情に，

費目によって管理手段が違うとし、う点も絡んで，一層複雑な展開がなされてい

るように思われる。

図表-28において，原価管理の初期の実施形態、を大まかに尋ねているが，そ

こでも物量管理のウェイトは低くない。原価管理に対する最初の取り組みとし

て挙げているのは，作業に密着した物量管理の強化，原価の実態、を把握するた

めの原価情報の検討，構成員の原価意識の自覚を期待した原価報告書制度の整

備であり，そのうち 1-2の取り組みがなされていたようである。この中で，
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物量管理は最初から重要課題の一つであったといえよう。

これまでの状況に関連するデータとして，ついでに図表-29も見ておきた

い。ここでは標準値を用いた原価管理の状況に限って調査がなされているが，

かなりの経営で標準値が利用されている。後掲のように，この調査(，日本経営

の解明J)の一環として標準原価計算の採用状況も調査されているが，当時の標

準原価計算の採用は368%(図表-4おとなっている。これに較べると，図表

-28で原価標準を「原価数値で与えている」ものが， 281%とやや少な目になっ

ている。上にいう「標準原価計算」が制度外の標準原価計算も入れてやや多様

な形態を含んでいるからであろうか。それはともかく，この調査によると，標

準原価計算を採用していなくても，数量標準を設定・指示していると思われる

経営がかなりあり，標準を原価で提供するのと同じ程度である。標準を原価で

与えているもの(恐らく標準原価計算を行っているもの)は，図表-49(次巻

次号)からも推定されることであるが，同時に原単位標準でも管理を行ってい

るであろうから，標準値による原価管理においては，総じて物量管理の方が優

先されているといえよう。この調査では，アンケート調査後にインタビュー調

査も行っており，次のような見解が聴取されている。「インタビューで聴取した

ところによると，原価中心点における原価管理のためには，標準消費量や標準

時間によるほうがはるかに効果的であるとされていた。その理由として，材料

が各種にわたり，また価格標準としての当座標準の決定が困難であること，給

与体系の複雑性，残業の多寡等による標準賃率の決定が困難であること，作業

管理のためにはむしろ工数管理のほうが適正であること等があげられていた。」

ここでは，原価管理における物量標準の優位性が強調されているように思われ

る。

以上のような状況をまとめると，少なくとも昭和30年代半ばにおける原価管

理は，物量管理と金額管理とで，どちらか一方のみを重視していたというので

はなくて，多くの場合両者は並行して行われていた。物量管理と金額管理とで

は機能が異なっており，また管理する側面が異なっているためであろうか，両

(16) 東洋経済新報社編，前掲書. 195ページ。
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831 わが国における原価管理の実態ol -81ー

者の利用は管理の様々な場面で区別されている。一般的な傾向としては，下級

管理階層の現場管理で寸土物量管理の方に重点がおかれ，中・上級管理階層のよ

り総合的な管理で引は金額管理の方に重点がおかれているようである。また原価

費目の違いによっても， どちらか一方あるいは両方の管理に重点をおく多様な

管理が行われているようである。特に管理の部分性，総合性の違いから上のよ

うに使い分けている状況は，第1節の原価管理の諸施策において，一方におい

て作業の改善・整備の方策や作業の執行活動の管理が重視されるとともに，他

方全社的な管理体制の整備の一環として特に会計的手法の充実策が重視されて

いたこととも照応しているのではないか。

標準備による原価管理に限っていえば，作業の現場的な管理では物量標準が

中心となり，より総合的な管理では主に標準原価が用いられよう。昭和35年当

時，物量標準による管理 (60%程度あるのではないか〉は原価標準による管理

(30%弱)をずっと上まわっていたと思われるから，標準値による管理では，

物量標準による管理が先行しており，それをベースとして原価標準による中・

上級階層の管理が展開されていたといえるのではなかろうか。

一般に原価管理では，作業の改善・整備や作業の執行過程の管理など，具体

的な管理が基盤になると考えられているようであるが，かといって原価管理は，

下級管理階層に全く譲ねられるというのではなくて，中・上級管理階層もより

間接的，総合的な形で関わりをもっているように思われる。

4 原価管理の対象費目

原価管理の中味をうかがうものとして，最後に原価管理は主にどのような費

目を対象としているかを見ておきたい。この点は，各種の調査で比較的よく取

り上げられるテーマであり，図表-30-35がその集計結果である。時間的な間

隅が空きすぎた感があるが，ある程度の傾向もうかがえよう。

図表ー30では，原価管理の対象として重要な費目を3つ選ばせている。まず

直接材料費が最も重要な費目としてほぼ共通的である〈全体では963%)のが

注目される。次に重視されるのは，それほど明白ではないが，直接労務費(62

5%)，第3イ立は工場経費 (406%)あたりであろう。しかし，業種によっては
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図表一30 原価管理の対象となる重要な費目 (i原価計算実態調査J)

〈質問〉 原価管理の対象はどのような原価ですか。次記について重要なものから三つ順

位をつけて下さL、。
0直接材料費 o直接労務費 O間接材料費

O間接労務費 0動力費 o工場経費
0一般管理費 0販売費 0金 利

年 度(昭和) 35 

!II買 位 11立 2位 31:立 A 口 五十

直接材料費
(888) (6.3) (13) (96.3) 
142 10 2 154 

直接労務費
(10.6) (38.8) (13.1) (62.5) 
17 62 21 100 

間接材料費
(06) (10.0) (12.5) (23.1) 
1 16 20 37 

間接労務費
(1 3) (50) (10.0) (16.3) 
2 8 16 26 

動 カ 費 (1.3) (13.1) (8.1) (22.5) 
2 21 13 36 

工場経費
(10.6) (30摘。) (40.6) 。 17 48 65 

一般管理費
(38) (6.3) (10.0) 。 6 10 16 

販 売 費
(06) (44) (7.5) (12.5) 
1 7 12 20 

金 手リ 。 (4 4) (44) 。 7 7 

外法加工費
(06) (06) (1 3) 。 1 1 2 

力日 工 費
(0 6) (0 6) 。 l 。 1 

薬 品 費
(06) (06)、。 1 。 1 

{I多 絡 費 。 (06) (0 6) 。 1 l 

計
(103.1) (93.8) (94.4) (291.3) 
165 150 151 466 

会社総数
(100) 
160 
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図表-31 コントローノレの対象として重視する原価項目 (r日本経営の解明J)

年 度(昭和) 35 

直接労務費
(52.6) 
30 

間接労務費
(38.6) 
22 

直接材料費
(70ゅ2)
40 

間接材料費
(43.9) 
25 

固定的製造間接費
(36.8) 
21 

変動的製造間接費
(45.6) 
26 

般管理費
(38.6) 
22 

販 売 Eを (36.8) 
21 

金 同虫 費 用
(19.3) 
11 

そ <7) 他
(158) 
9 

言十
(398.2) 
227 

回答会社数
(96.5) 
55 

ぷ~ス、 ヰ土 総 数
(100) 
57 

注 55社についてのみ集計しているのは，この項目へ回答した会社だけを集計してい

ることによるのであろう。
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図表-32 原価管理の対象費目 (i原価計算実態調査J)

く質問〉 費社における原価管理の対象はどのような原価ですか。

(1)直接材料費 (6) 工場経費

(2) 直接労務費 (7) 一般管理費

(3) 間接材料費 (8) 販売費

(4) 間接労務費 (9) 金 利

(5) 原動用役費 (10) そ の他

年 度(昭和) I 36 

直接材料費

直接労務費

間接材料費

間接労務費

原動用役費

工場経費

一般管理費

販売費

金利

その他

該当なし

計

会社総数

(85.8) 
199 

(41.8) 
97 

(16.8) 
39 

(6.0) 
14 

(10.3) 
24 

(23.3) 
54 

(6.5) 
15 

(8.6) 
20 

(22) 
5 

(3 4) 
8 

(22) 
5 

(206.9) 
480 

(100) 
232 

834 
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〈質問〉

わが国における原価管理!の実態(l)

図表-33 原価管理の重点一一要素別管理 (r原価計算実態調査J)

貴社では原価管理の重点をとくにつぎの何れにおいていますか。

年 度(昭和)

材料費管理

労務費管理

車圭 費 管 理

販売費管理

一般管理費管理

重点のおき方は同じである

そ σ〉 他

回 答 な し

計

会， ネ土 ま念 数

37 

(38.7) 
130 

(8.6) 
29 

(4.5) 
15 

(21) 
7 

(09) 
3 
(48.8) 
164 

(L8) 
6 

(1 8) 
6 

(107.1) 
360 
(100) 
336 

-85-
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図表-34 コストダウンの重点項目 (r内部致査実態調査J)

〈質問〉 費社におけるコストダウンは次の何れに重点がおかれていますか。

A， B， Cそれぞれについて該当項目にO印をつけてください。

( (1) 本社等の事務関係部門。

A ~ (2) 工場等の生産関係部門。

¥ (3) とくに本社，工場を分けて露点をおいていなし、。

((1) 固定費に重点をおいている。

B ~ (2) 変動費に重点をおいている。
¥ (3) とくに固定費，変動費を分けて重点、をおいていなし、。

((1) 材料費に重点をおいている。

C ~ (2) 労務費に重点をおいている。
¥ (3) 経費，一般管理販売費に重点をおいている。

年 皮(昭和) 40 

事務関係部門
(9.0) 
12 

生産関係部門
(23.1) 
31 

A 両者を分けて重点をおいていない
(60.4) 
81 

五十
(92.5) 
124 

問答会社数
(89.6) 
120 

間 ，耳ム三ー 費
(17.2) 
23 

変 動 費
(19.4) 
26 

B 両者を分けて重点をおいていない (46.3) 
62 

言十
(82.8) 
111 

回答会社数 !I 

材 料 費
(37.3) 
50 

労 務 費
(14.9) 
20 

C 経費，一般管理販売費
(58.2) 
78 

~t 
(110四4)
148 

回答会社数
(74.6) 
100 

#i-ス 社 総 数
(100) 
134 
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図表-35 原価管理の対象となる原価要素 (r原価管理に関する調査J)
く質問〉 費社の原価管理の対象になる原価要素のうち，重要性の高い順に 5つ番号をつ

けてください。

)直接原材料費 〔

)間接原材料費 ( 

〉動力費 ( 

)販売費 ( 

)直接労務費

〉間接労務費

)その他の工場経費

)支払利息

年 度(昭和)

直接原材料費

直接労務費

外注加工費

間接原材料費

間接労務費

減価償却費

動 カ 費

その他の工場経費

般管理費

販 売 費

〉外注加工費

)(工場の機械・装置の)減価償却費

)一般管理費

)その他(具体的に)

56 

4..60 

3..18 

1. 69 
0..62 

1 12 

077 

1 03 
0..48 

o 41 
o 75 

注 上記の集計値は，重要性が1位であるものに5点 2位に4点，昨引5位に1点

を与え，その総得点を回答会社数で除して平均したものである。平均値が上位か

ら10位までを掲載している。

個別の事情があるようで，動力費 (22.5%)，間接材料費 (231%)など他の費

目が重視されることもある。販売費(12引5%)，一般管理費(10“0%)関連を重

視することは相対的にそれほど多くはなし、。

同じく昭和 35年当時の調査として図表-31がある。コントロールの対象と

して重視する項目が平均4つ前後選ばれているが，やはり，ここでも直接材料

費 (702%)がきわだっている。次が直接労務費 (526%)，経費関係(固定製

造間接費 (368%)，変動的製造間接費 (456%))，間接材料費 (43.9%)あた

りになり，第3グループとして間接労務費 (386%)，一般管理費 (38.6%)，

販売費 (368%)あたりが含まれよう。選択項目の数をしぼり，複数回答が多

いこともあってか，前の調査より一般管理費，販売費が重視されているという

印象である。

図表-32は翌 36年の調査であるが，事態はあまり変わっていなし、。原価管理
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の対象はどれかを聞いているが，選択肢は平均2つ前後が選ばれている。やは

り直接材料費 (85ゅ5%)が飛び抜けており，他は直接労務費 (4L8%)，工場経

費 (233%)，間接材料費 (168%)，原動用役費(10.3%)の}I贋である。販売

費 (86%)，一般管理費 (65%)は相対的に低い順位である。

図表-33は，昭和37年の状況であるが，選択肢はもっと限られ，しかも原価

の費目別管理の重点はどれかを尋ねる形をとっている。複数回答はほとんどな

い。相対的には，材料費管理 (387%)に重点をおくことが，他の費目別管理

よりもずっと多く，次いで労務費管理 (86%)，経費管理 (45%)に重点がお

かれている。販売費管理 (21%)，一般管理費 (09%)はここでもあまり重視

されていない。ここでは複数回答がないために，材料費管理の重要性が特に強

調されたものといえよう。しかし，ここで注目されるのは r重点のおき方は同

じである」の選択肢が488%と最も高いことである。その理由は必ずしも明ら

かではないが，この調査の少数の記入例などを参照したところからも，恐らく

回答者としては，特にどの費目に管理の重点をおくかといっても，原価管理で

は個々の具体的な要素の管理が重要であって，それは，個々の部門によってあ

るいは時々の政策重点の変更によって取り組みが異なっており，一般化はしに

くいといった状況があり，また，原価管理はどれか特定の費目のみを管理する

というよりは，広範な費目を全般的に管理するとし、う状況がある，などの点を

反映しているのではなかろうか。

このような事情を予想しながら，さらに図表-34を見ると，同様の事態がう

かがえよう。ここでは昭和40年のコストダウンの重点をもっと概括的かっ多面

的な形で尋ねている。まず，本社等の事務関係部門 (90%)と工場等の生産関

係部門 (231%)とではやはり相対的には生産関係部門が重視されているが，

絶対的には rとくに本社，工場を分けて重点をおいていなし、J (604%)とす

るものの方が圧倒的であり，いずれも管理の対象として扱われることが多いと

示唆されている。さらに，固定費 (172%)と変動費 (194%)とでは，いず

(17) 企業経営協会原価計算研究会「昭和37年度原価計算実態調査J，前掲誌， 48-9ベージ。
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れにもあまり重点の差はなく，またここにおいても iとくに固定費，変動費を

分けて重点をおいていなし、J (46引3%)とするものが最も多い。ちなみに，昭和

40年当時の制度内外での直接原価計算の採用状況は 60%程度であり，固定費

と変動費の分解はかなり普及していたと思われるが，そのいずれも管理の対象

としていたことが多いといえよう。最後に材料費，労務費，経費・一般管理販

売費とでは，思いの外経費・一般管理販売費 (582%)に重点をおくことが多

いようである。これまでより，経費，営業費関係の管理に重点が移ってきたよ

うにも思われるが，前後の状況から， これのみで状況の変化を予想することは

難しい。総じて，原価管理の対象費目は，経営活動の多方面にわたっていた，と

いえるのではなかろうか。

図表ー35は一気に調査が新しくなり，昭和56年のものである。しかし，全体

的な状況は昭和30年代後半とそれほど変わってはいないように思われる。直接

材料費 (4，60点〉の点数が最も高く，次いで直接労務費 (318点λ外注加工

費 (169点入間接労務費 (L12点)，動力費 (103点〕などが続いている。販

売費 (0“75点〉は，減価償却費 (077点)，間接原材料費 (062点)などとほ

ぼ並んでおり，少しずつ原価管理の対象としての重要性を増してきているので

あろうか。

また，この「調査」では，かかる原価管理の対象としての相対的な重要度の

差は，各原価要素の構成比に相関していることが指摘されている。図表-36は，

各原価要素の消費額の構成比を示している。図表-35の点数の順位とこの構成

比の大きさの順位とを較べると，両者はほぼ近似している。しかも，この点を

業種別のデータによって比較してみても，両者の密接な相関関係に変わりは

ない。結局，原価管理における i.....，原価要素の重要視度と原価要素の構成比

(18) 拙稿「昭和50年以降の直接原価計算の実施状況J r香川大学経済論議』第56巻第l号，
昭和58年6月， 400-1ベージ。

(19) 業種別のデータは，井上信一「生産方式と原価管理の問題に関する一考察一一東証上場

製造業の実証分析一一」香川大学会計学研究室編『現代会計の展開』 昭和58年， 283， 
311-4ページを参照していただきたい。
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図表-36 製造原価の構成比(昭和56年 I原価管理に関する調査J)

製造原価に占める割合
原価要素

平均値 標準偏差

直接原材料費 59..21 19 42 
直接労務費 1213 7 73 
外注加工費 8 29 12..07 
動 カ 費 520 8..52 
(工場の)減価償却費 346 2..82 
そ σ〉 他 1171 9.54 

製品製造原価 100 00 

注 これは，図表-27のく質問〉に対する回答の一部を集計したものである。

との相闘が高い・…・・」といえそうである。

以上のように，原価管理をその対象費目という側面から見ると，原価管理は

どれか特定の費自のみを集中的に管理するというよりは，業種業態や個別の経

営によって事情は異なるにしても，製造原価，販売費，一般管理費を含めて多

方面の対象を管理していることが多いといえそうである。しかも，具体的な原

価の管理においては，部門により，時々の政策判断などにより，どの費目の管

理に重点をおくかは異なるであろう。しかし，それでも，一般的にどの費目に

重点をおくかといえば，何といっても直接材料費が最も重視され，次が直接労

務費，工場経費(中でも動力費，外注加工費)，間接材料費などが重視され，場

合によっては，間接労務費，販売費が重視されることがあるといった状況であ

ろう。前節の原価管理の諸施策でも，作業の改善・整備策や作業の執行活動の

管理など，どちらかといえば直接費要素を中心とした管理が重視されていたが，

そのような事態とも相応しているという印象である。しかも，かかる状況は，

昭和 35年から昭和56年に至るまでそれほど大きくは変わっていないように見

える。

かかる一般的な重点のおき方は，概して各原価要素の消費額の構成比の大き

(20) 井上信一「生産方式と原価管理の問題に関する一考察一一東証上場製造業の実証分析
一一」前掲誌 280ベージ。
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さに即したものであり，構成比のウェイトの高い原価要素は絶えず継続的な管

理を必要とするという一般的状況を物語るのであろう。

5 原価管理の概要

原価管理は，早くも昭和35年当時，上場企業において 90%近くまで行われて

いたとされるが，果たしてその全体像はどのようなものであったのか。これま

で統計的な実態を手探りしてきたわけlであるが，必ずしも系統的に行われてい

ない調査やデータに制約されながらも，概ね昭和30年代後半を中心とする実態

をうかがい，わずかに昭和50年代半ばの状況によってその後の動静を補うこと

ができた。われわれは，原価管理が経営におけるどの問題領域に注目し， どの

ような管理のサイクルにおいて，し、かなる手法を用いて何を管理しているのか

を見るために，原価管理の諸施策，事前管理・事後管理，金額管理!・物量管理，

原価管理の対象費目の諸側面から原価管理の状況を観察し，おぼろげながらで

もその総合的な実像を浮かび上がらせようとした。上記の諸側面だけで原価管

理の具体的な像を結ぶのは無理であるが，利用できるデ}タの中から想像しう

るものに限っていえば，それなりの成果は期待できょう。

概括的ながら，原価管理における管理活動はおよそ次のようなものといえる

のではないか。われわれは，管理会計の在り方に関心をいだくものとして，基

本的には原価管理における管理手法の展開如何を最終的な課題としているので

あるから，これまでの分析をこのような立場からまとめることが適当であろう。

原価管理の計数的な手法との関連で諸側面の状況をうかがうとし、う方式によれ

ば，次の図のようにまとめられよう。

実態の傾向をやや強調して示しているが，図に関連して若干説明を補うべき

であろう。まず，原価管理でどんな問題領域に関心をもっているかといえば，

実態においてそれは必ずしも何か明白に限定された領域として合意があるわけ

ではなく，ほとんどあらゆる側面に及んでいるといってもし巾、ほど多方面に

亘っている。しかし，それでも特に中心的な課題は何かといえば，製造活動を

中心とした具体的な業務の組織面や活動面の改変・維持と，業務を具体的に管

理する体制自体の確立とが中心課題といえるであろう。業務の改変・維持に関
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管理のサイクル

阻の手主云|

事前管理 執行管理 事後管理

(13) 間接費の金額

産 出 高

直接費の金額

直接費の価格

物量管理 l 
直接費の消費量

注 l 上記1;1:，年次~月次を管理サイクノレとする業務活動の管理である。

2 斜線部分は，特に重視していると思われる管理活動。

3 検討されている諸施策と原価管理の諸活動(上記の(1)-(15)) との密接な関

係は，多少の推測を交えて解釈すれば，およそ次の様であろう。

作業の改善・整備 業務組織の改変と(1)， (7)， (10) 

作業現場の執行活動の管理 (2)， (8)， (11) 

間接費，営業費の管理 (1日

対外的な業務活動の強化 (4)-(6)， (1的-(12)

業務組織の簡素化・軽量化 業務組織の改変

管理組織の編成・確立 管理組織の改変

計算手法，管理手法の充実 l か

全般的な基礎条件の整備 グ

4 直接費の価格」は，金額要素であるが，個別的な管理指標であるという意

味で，物量管理に含めている。

842 

わる前者においては，中でも直接費要素をめぐる問題が中心的事項として注目

されることになるであろう。そこでは，効率的な業務活動の単純な持続だけで

はなくて，効率を一層向上させるための人的・物的な組織の改変にまでも関心

が払われている。原価管理は，第 l線の業務ないしはそれに近い所での課題を

中心とするとはいえ，発展的，躍動的であることが期待されている。このよう

な状況は，昭和50年代に至っても基本的には変わっていないように思われる。
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われわれの推測によれば，昭和40，50年代を通じて多品種少量生産化傾向が進

行し，管理の関心事はいくらか重点が変化したようにも思われるが，この調査

期間中に原価管理の基本的な様相まで変化したか否かまでは明言できなし、。結

局，この聞の変化は，あまり明白な裏付けは得られないが，それほど急進的な

ものではなく，原価管理の諸施策は，一方では，管理の焦点を少しずつ移動さ

せながら，他方では対象領域や側面を多方面かつ多面的に広げてきている， と

いえるのではなかろうか。

管理のサイクノレという点では，まず事後管理が注目されていたようであるが，

本格的な管理においては事前管理，執行管理l，事後管理を循環的かつ具体的に

行うことが意図されていたようである。昭和30年代半ばにおいて，このような

循環的な原価管理は，原価管理を実施するものの半数程度で行われていたよう

である。ただ循環的な原価管理といっても，循環の輪の大きさによっても具体

的な管理の在り方は異なるであろうから， どのような大きさのサイクルによる

かが指摘されなければならない。データからの推定では，原価管理は，およそ

年次~月次を単位とする期間が管理の節になっていると見られるであろう。恐

らく事前管理は標準改訂時，予算編成時の年次，半年次に，事後管理は実績の

集計される四半期次，月次になされることが多いのではなかろうか。このよう

な循環的な管理では，手法としては物量標準，価格標準，標準原価，予算原価，

予算産出高などの基準値およびそれと照応する実績値を用い，合理的な基準値

の設定，実施経過の追跡，基準・実績の比較・分析が行われることになるであ

ろう。しかしこれらの手法がパラパラに用いられるのでは管理上の連繋が保て

ず，標準原価計算を手法の中心に位置づけることによって，全体関連的かっ具

体的な管理がなされうるといえるのではなかろうか。標準原価計算は，個々の

標準値を全体として関連づける結び目としての役を果たすのであろうか。

標準原価計算を導入していない場合には，事後の基準・実績比較や差異原因

の分析にとどまることが多く，管理は分散的，部分的で，具体策の追求までは

十分行き届かない形式的なものになりやすいのではなかろうか。

原価管理を手法の違いによって物量管理と金額管理とに分けることができ
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る。ただ，物量あるいは金額といってもその在り方は多様であって，たとえば

同じく金額であるといっても，単価としての金額と総額としての金額とでは管

理指標の意味は異なってくるであろう。また，物量情報と金額情報とは，計算

的に結びついている場合とそうでない場合のいずれもありうるであろう。物量

管理，金額管理は，したがって非常に大まかな捕え方ではあるが，ある程度の

傾向的な状況は把握できるであろう。一般的には，原価管理では，物量管理と

金額管理のどちらか一方が行われるのではなくて，それぞれが持っている機能

の違いや把握する側面の違いをうまく使い分け，両方とも並用しているのが実

態である。特に現場管理的な下級管理階層ではむしろ物量管理が強調され，中・

上級管理階層において管理の総合性が必要になるほど金額管理が強調されるよ

うである。標準値による原価管理では一層そのような区別の傾向がはっきりし

ている。結局，原価管理は，単純な金額管理によってではなくて，現場的な物

量管理に支えられた形のものによらなくては，実質的な原価の引き下げ効果を

達成，持続できない， といえるのではなかろうか。物量数値と金額数値とは必

ずしも計算上の関連をもっているわけではないけれども，金額管理は，直接，

間接に物量管理に支えられているのでなければ空疎なものとなろう。むしろ，

物量管理が原価管理のベースとなっていて，組織的な管理の必要から金額管理

が上乗せされていると見られるのではなかろうか。なお，上図では，原価管理

が，広義には原価のみではなくて，産出高の管理も含めることがあるから，そ

れもあわせて図解している。

原価管理の対象は，個々の経営による違いがあるけれども，いずれかの費目

に限定されるというよりは，多方面に亘る各種の費目を広範囲に対象としてい

るようである。これは，原価管理的な配慮を経営の全体に及ぼす必要性が自覚

されていたことを示すとともに，恐らく原価の管理が個々の部門にゆだねられ，

各部門毎に多様な政策判断のもとに具体的に管理する必要性とも関わっていた

のではなかろうか。それでも敢えて重視している費目を挙げるとすれば，何と

いっても直接材料費が圧倒的に注目されている。やはり原価の消費額の構成比

の大きな費目ほど，より詳細で、注意深い管理がなされてきたようである。この
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845 わが国における原価管理の実態(1) 95ー

ような状況は，昭和30年代半ば~昭和50年代半ばでそれほど変化していない

ように思われる。

概して原価管理は，総合的で果敢な取り組みを必要とする全社的な課題であ

ると広く認識されていたようであるが，それには，原価管理導入の当初からの

導入の動機が作用していたといえるのではなかろうか。原価管理が普及して聞

もない昭和35年に，原価管理の動機を尋ねると図表ー37，38のようである。両

者を総合して見ると，その動機は，同業他社との競争，あるいは貿易・為替の

自由化への備え，市場の拡大など概して他との競争を意識した製品の価格引き

図表-37 原価管理の動機 (1原価計算実態調査J)

〈質問〉 貴社で原価管理を実施した動機は何でしたか。

イ 販売競争に対処して価格引き下げをはかるため

ロ 購入材料価格の上昇に対処するため

賃金上昇に対処するため

一 設備投資増大による闘定費増加に対処するため

ホ 金利負担の増大に対処するため

へ 同業他社が実施したため

ト 経営コンサノレタントの推せんにより

年 度(昭和)

価格引き下げをはかる

材料価格上昇に対処

賃金上昇に対処

固定費増に対処

金利増加に対処

他社が実施

コンサルタントの推せん

そ グ〉 他

言f

会社総数

35 

(78.8) 
126 

(10.0) 
16 

(7.5) 
12 

(15.6) 
25 

(44) 
7 

(1 9) 
3 
(38) 
6 

(10.6) 
17 

(132.5) 
212 

(100) 
160 
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図表ー38

第57巻 第 4号 846 

原価切り下げに乗り出した動機(昭和30年以降の経験について)(r日本経営の

解明J)

年 度(昭 和)

価格の引き下げ

他社との競争

設備投資による固定資の増大

海外市場への進出

賃金の上昇

金利負担の増大

新市場の獲得

購入材料価格の上昇

そ

ぷ〉、
2ミ

σ〉

社

他

五十

総 数

35 

(59.6) 
34 

(52.6) 
30 

(31.6) 
18 

(19.3) 
11 

(140) 
8 

(123) 
7 

(12 3) 
7 

(105) 
6 
(14 0) 
8 

(226.3) 
129 

(100) 
57 

下げが主なものであるといえそうである。固定費，材料価格，賃金，金利の増

加といった各種原価の高騰要因に対する適応行動という意味もあるであろう

それよりはもっと包括的で前向きの動機が強く自覚されていたといえそうヵ~，

である。

このような動機に支えられて，図表-39のような各社によって多少重点の違

いを含んだ原価管理が多様に展開されていたといえよう。 これらの重点の違い

がどこにあるかは必ずしも明らかではないが，原価管理が全体として目指して

いる方向は昭和45年当時でも必ずしも一定ではないようである。
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図表ー39 原価管理の管理体制U(r内部監査実態調査J)

く質問〉 寅社ではどのような原価管理に重点を置いていますか(複数百J)

a コスト・コントローノレ

b 原価低減

C 原価意識昂揚

d コスト・マネジメント

e モの他

年度(昭和)

コスト・コントロール

原価低減

原価意識昂揚

コスト・マネジメント

そ グ〉 他

言十

会社総数

45 

(333) 
44 

(59.1) 
78 

(39.4) 
52 

(25.8) 
34 。
(157.6) 
208 

(100) 
132 

IV 予算統制，標準原価計算の実施状況

-97-

前章で原価管理を外観したところによると，原価管理の手法としては，会計

的な手法がかなり共通的に用いられていたことがわかる。特に予算統制と標準

原価計算を利用する体制は，昭和40年当時においても相当重視されていた。会

計的な手法は，恐らく包括的で継続的な管理のための持続的な計算システムと

して展開されていたで、あろう。そのようなシステムを展開するとすれば，それ

は，経営活動全体に網をかぶせた系統的で経常的な計算のネットワークとなる

であろうから，それがどのような形態を採るかは，他の計数的な技法の在り方

にもかなり影響するものと思われる。会計的手法がもっ包括性と継続性の故に，

会計が様々な計数的な技法の結び目として位置づけられるものと想像される。

そこで，次章以降で原価管理の個別の実態を見るに当たり，全体的な評価を
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図表-40 予算統制の採否 (r百人統計j)

4質問〉 費社は予算統制jを実施していますか。

年度(昭和)

同?実施している

実施していない (16.2) 
22 

E十 (100) 
136 

図表-41 予算統制の採否 (r百人統計j)
〈質問〉 次の諸分析・比較及び諸表の作成又は制度の実施をしておりますか。(経営分析，

経営比較，損益分岐点図表，標準原価計算，原価差異分析，予算統制，原価報

告書)

年度(昭和) 30 

予 実施している
(75.4) 
86 

3事

統
研究中

(17.5) 
20 

制l 実施していない (70) 
8 

車禁 実施している
(351) 

準原
40 

{計算蘭

研究中
(29.8) 
34 

実施していない (351) 
40 

~ 社; 総 数
(100) 
114 

誤らないよう，予算統制と標準原価計算の実施状況のあらましを知っておきた

い。これに関するデータは以前にも利用したことがあるが，重援を省、みず簡単

に見ておきたい。

まず図表-40-42で予算統制の実施のあらましがうかがえよう。予算統制の

内容はともかく，単に実施しているかどうかだけを尋ねると，昭和30年当時で

80%程度が実施していた様子である。昭和49年になるとほぼ 100%に近い経営
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図表-42 予算統制業務の内容(昭和49年度 r予算統制実態調査J)

く質問〉 貴社では予算統制l業務をどの程度おこなっていますか。
(1) 全然おこなっていない。

(2) おこなっている~その場合次のいずれですか。

lヰピ 設備投資本予的 見積損益 予想、貸借
費用予算 収入予算 資金予算 算出(資

計算書 対照表
その他

支予算)

予算の編成

実績の集計

予算と実績
の対比

実績の7ィード
パ yクの警告

予算差異
Yヲ守L、 明

その他

予算統制業務の有無

年度(昭和) 49 

行っていない
(08) 
l 

行っている
(98.3) 
117 

回答なし
(0 8) 
1 

日十
(100) 
119 

で実施されている。予算統制は，一般的には，戦後の比較的早い時期に定着し

たとし、えよう。

しかし予算統制の具体的な形態となると，恐らく非常に多様であって，一概

には規定しえないであろう。ごくあらましを見るために図表-42の昭和49年

の状況をうかがうと，各種予算の中でも費用予算が最も重視されているようで，

予算の編成から予算差異の究明にいたるまでの一貫した管理が，少なくとも
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予算統制業務の内容

業¥務¥機能予算栢¥¥別 費用予算 収入予算 資金予算 設備出(投資資予的) 
見積損益 予想貸借

その他
支算 予算本 計算書 対照表

予算の編成
(83.8) (78.6) (77.8) (76.9) (78.6) (36.8) (4 3) 
98 92 91 90 92 43 5 

実績の集計
(85.5) (79.5) (75.2) (74.4) (76.9) (38咽5) (4 3) 
100 93 88 87 90 45 5 

予算と実績 (87.2) (81.2) (761) (752) (78.6) (29.9) (43) 
の対比 102 95 89 88 92 35 5 

実績のフィート (70.9) (57.3) (44.4) (50.4) (47.0) (16.2) 
パノクの警告 83 67 52 59 55 19 。
予究算差異明 (71.8) (58.1) (48.7) (47.9) (59.8) (19.7) (4 3) 

84 68 57 56 70 23 5 

その他
(09) 。 。 。 1 。 。 。

会社総数
(100) 
117 

図表-43 標準原価計算の採用状況 (r日本経営の解明J)

年度(昭和) 35 

採用している
(36.8) 
21 

採用していない
(36.8) 
21 

計商中
(105) 
6 

その他
(53) 
3 

未記入
(10 5) 
6 

会社総数
(100) 
57 

70%程度の経営で行われている。その他に収入予算，資金予算，設備投資予算，

見積損益計算書が，予算編成，実績の集計，予算・実績の対比という形で 75%

程度の経営で実施されているといった状況である。

他方，標準原価計算の実施状況は，ほぼ連続的に調査がなされており，昭和
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図表-45 標準原価計算の採否〔全体〕
(%) 

80 

採用していない

一ーーーー~、、
¥¥  

八 六/V

I I ¥/ 
鵬ヲ/¥

40 

制度として笑施

20 

。
34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 49 53 

(昭和~年)

30-53年の聞の時系列的な傾向をうかがうことができる。図表-41，43-48に

よると，標準原価計算は，昭和30年の 35%→昭和53年の 65%前後まで着実に

普及してきたが，昭和50年頃からやや普及速度に鈍化傾向がうかがえるようで

ある。また，標準原価計算の実施形態は，制度として実施することが多く，標

準原価計算の制度化の割合〈標準原価計算を制度として実施する会社数/標準原
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(%) 
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01 

(%) 

40 

わが国における原価管理の実態(1)

図表-46 標準原価計算の採石(制度として実施〉

-
制度として部分的に

ヘ/
制度として全般的に

34 35 36 373839 40 41 42 43 44 45 46 49 53 
(昭和~年)

図表-47 標準原価計算の採否(制度外で実施〉

20トル
制度外で部分的に

制度外で全般的に。
34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 49 53 

(昭和~年)
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図表-48 標準原価計算の採:g;;(採用していない)
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(昭和~年)

価計算を実施する会社数〉は，昭和30年代半ばの 1/2→昭和53年の 3/4まで

一貫して増加し，制度化の傾向をたどっているといえよう。標準原価計算の制

度化には，実施上の大きな障害はなかったのであろう。
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